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第 1 節 社会・企業とキャリア教育 

1. 近年の日本社会の変遷 

近年の日本社会は若者の働き方に大きな影響を与えてきた[1]．日本経済は戦後復興

から高度経済成長，安定成長を経て雇用市場や労働環境の水準向上を実現していった．

この頃は学校経由の就職が趨勢であり[2]，大学生は大学の紹介を通して雇用市場に移

行をすることが多かった．しかし 1991 年のバブル崩壊以降，長期に渡る経済停滞のも

とで厳しい雇用情勢になると大学生の就職率も大きく鈍化した[1]．また 2000 年代に入

ると大卒者の非正規雇用比率が上昇した．そして 2008 年にはリーマンショックが起き，

企業の雇用管理や人材育成方針にも大きな変化がみられ雇用の多様化が進んだ  [3]．さ

らに 2019 年には働き方改革がスタートし，その後 COVID-19 による経済停滞とアフタ

ーコロナによる働き方へのパラダイムシフトが起きた[4]．  

このように近年の日本社会はさまざまな変化があり，これらの変化は大学生のキャ

リア開発に大きな影響を与えてきた．  

 

2. 大学生の雇用とキャリア開発  

このように社会変化に呼応して企業における既成の価値や意識の変化も大きくなり

[5]，優れた人材を組織に確保することが益々重要になった[6]．近年の政府の調査では

国内企業の 7 割が人材不足であると回答しているが[7]，日本の生産年齢人口は今後も

継続的な減少が予想され[8]，将来の中核人材となりうる大卒者の確保は企業にとって

大きな問題となっている．  

一方で企業は，大卒者を雇用しても人材育成に充てる時間を充分に確保できないと

いう問題を抱えるようになった [6]．そのため大学生にも自律的なキャリア開発を強く

推進するようになっている[9]．  

しかしこのような企業における変化は日本社会で当たり前とみなされてきた労働慣

行や労働者のキャリア開発を見直すよい機会を得たともいえる[10] [11]．そしてそのよ

うな見直す機会の獲得は世界的な傾向にあり[12]，今後の大学生のキャリア開発は単に

職業に従事するということではなく，充実した人生となるよう改めて捉え直す必要が

ある．  
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3. 日本におけるキャリア教育の誕生  

日本では 1999 年代に文部科学省（以下，文科省）によってキャリア教育が登場した

[13][14]．その後，2004 年の大学法人化を契機に，大学は経営を存続するために自己努

力による財源確保を大きな課題とし[15]，そのため財源確保先を企業に求め [15]，開か

れたアカデミズムを標榜することで企業からの資本を取り込もうとした．一方，企業

は経営を支える優秀な人材とその能力を自社に取り込むべく，大学と連携の協力を請

け負った．その結果，現在，産学連携による人材育成が盛んに行われるようになった．

このように現代の社会において両者は強く結びつき，共に重要な存在へと変化してい

った[16] [17] [18]．  

こうした企業と大学の結びつきに応えるように，日本の大学ではキャリア教育が重

視されるようになった  [13]．大学は卒後の職業生活へ学生をどう移行させるか，企業

から強く求められるようになったのである[13] [14] [19]．そのような流れの中で，2011

年，大学のキャリア教育は義務化され[19]．大学設置基準には以下のような条文が記載

されるようになった[20]（Box1-1）．以上の流れを図にまとめた（図 1-1）．  

 

Box1-1 義務化された大学のキャリア教育（出所：大学設置基準（第七条の五）） 

 

そして上記の大学設置基準によれば，大学のキャリア教育は職業的自立を図るため

に必要な能力を教育課程の実施及び厚生補導を通じて培う必要があり[19]，そのために

「キャリア」「キャリア教育」という用語についても文科省によって定義がなされた  

[19] （Box1-2）．この定義によれば「キャリア」とは，「連なりや積み重ね」や「能力

や態度を育てる」ことだといえる．  

 

第七条の五   

大学は，当該大学及び学部などの教育上の目的に応じ，学生が卒業後自らの資質を

向上させ，社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を，教育課程の実施及び

厚生補導を通じて培うことができるよう，大学内の組織間の有機的な連携を図り，

適切な体制を整えるものとする．  
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図 1-1 日本社会の変遷・大卒者の雇用とキャリア開発・キャリア教育  

（出所：筆者作成）  

 

Box1-2 キャリアとキャリア教育の定義  

（出所：文部科学省[19]をもとに筆者改訂） 

 

 

4. 企業が大学のキャリア教育に求めること 

 では，企業は大学のキャリア教育に何を求めているのだろうか．  

昨今，大学教育で学んだ専門と職務との関連性が希薄化・多様化していることは標

準的であり[21]，正社員採用の際に特定分野の知識や技能の有効性が消滅していること

は度々観察されている  [22]．そのため企業は，大学生に対して専攻を問わずどんな分

野であれ職業生活に求められる能力が身についているのかを  [21] [23] [24]，一方，大

学に対しては教育の中で学生をどう職業生活に移行させていくのかをそれぞれ求めて

いるといえる[13] [16] [17] [18]（図 1-2）．  

 

「キャリア」とは，人が生涯の中で様々な役割を果たす過程で，自らの役割の価値

や他者と自分との関係を見いだしていく連なりや積み重ねである． 

「キャリア教育」とは，一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤となる

能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促す教育である．  
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図 1-2 企業が大学のキャリア教育に求めること（出所：筆者作成）  

 

 

第２節 本研究の課題 

1. 身につけた能力の非測定  

 以上の背景をうけて，大学のキャリア教育の課題は 2 つある．  

第一の課題として，大学のキャリア教育を通じて身につけた能力の測定がなされに

くいことである．  

現代の社会は身分から能力による適正配置の社会であり[25][26]，その時に求められ

る能力とは文科省の掲げる「生きる力」に象徴される意欲などの情動的な部分を多く

含む能力である[24]．このような能力への要求の変化の中で，その開発過程における測

定の問題が浮かび上がってきた．現代の社会以前に求められた能力では標準的で定型

的な能力であるがゆえに，典型的な多数の対象者に対して共通の客観的事実や標準的

なテストを用いて測定していたが，現代の社会で求められる能力は共通の規準によっ

て測定することが難しく，その有無や多寡は個人が具体的な場面で何をするかによっ

てのみ表出されてきたからである[24]．  

 ところが近年の日本の産業界における職業能力観は大きく変化した [23][24]．石田

[28]によれば，1990 年代以降の日本の企業において組織から人事ではなく市場から人

事を発想する思想への変化があった．そしてその変化が企業の人事管理を能力管理に

変化させ，社会では生まれや身分とはかかわりなく能力に応じて必要とされる地位や

役割へと選び出し配分されるようになり[29]，その配分のために能力の測定を求めるよ
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うになったのである．  

このように測定によって能力を顕在化させ，その顕在化した能力を仕事の評価の基

盤にした企業の考え方は，時間が経つにつれて大学生の雇用にも援用が図られるよう

になった[23]．今や，大学生にとっても教育によって身についた能力を測定することが

求められている．  

しかし現在，大学のキャリア教育を通じて身につけた能力を測定するための能力評

価項目が存在しておらず，能力の測定はなされにくい状況にある．本研究ではこれを

第一の課題として捉える．  

 

2. キャリア開発の連続性の非考慮  

 第二の課題として，文科省による「キャリア＝積み重ね」という規定が大学のキャリ

ア教育において考慮されていないことである．  

高崎[30]は大学生が企業に入社する前と入社した後について個人のキャリア形成と

いう視点から捉え直すと，両者のキャリア形成の研究は分断されたまま発展しており，

連続性のある視点で捉えられていないと述べた．田澤[31]は従来の大学生のキャリア発

達の研究は職業的発達とほぼ同意義に捉えられ，生活領域の中で仕事のみを扱ってき

た側面が強いと批判している．そのため田澤[31]は，時系列的にも空間的にも拡大して

キャリア発達を捉えることの必要性を主張した．OECD[32]はあらゆる年代とあらゆる

時点において人々が自己のキャリア開発を継続的に管理することが重要だと説いてい

る．下村[33]は学校から職業生活への移行も含めてこれらを一連のものとして捉えるこ

とが必要だと述べている．  

 以上の先行研究が指摘するように，大学生においてキャリア開発の連続性を考慮す

ることが必要である．しかし現在の大学のキャリア教育において，個人のキャリア開

発の連続性が考慮されていない状況にある．本研究ではこれを第二の課題として捉え

る．  

 

3. 本研究の課題まとめ  

 ここで大学のキャリア教育上の課題をまとめると，以下のようになる．  

大学のキャリア教育を通じて身につけた能力の測定がなされにくい．  
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大学のキャリア教育において個人のキャリア開発の連続性が考慮されていない．  

 

 

第 3 節 目的と意義 

1. 本研究の目的 

 上記のキャリア教育の課題をうけて，本研究の目的は，大学のキャリア開発教育を

通じて身につけた能力の測定と個人のキャリア開発の連続性を考慮し，大学のキャリ

ア開発教育のための能力評価項目の提案をすることである．  

 

2. 本研究で取り扱う主な用語の定義 

 本研究で取り扱う主な用語について定義をしておく．  

「職業」とは「社会的分業の成立している社会において生活を営む人々が才能と境

遇に応じた社会的役割を分担し継続的に遂行し実現していく傍ら，必要な生活の材料

を獲得する継続的活動様式」をいう[34]．本研究では日本の大学生に対し，大学のキャ

リア開発教育を通じて身につけた能力の測定と，個人の連続的なキャリア開発の中で

「職業」を捉える．ゆえに本研究における「職業」とは「大学生が個人の能力に応じた

企業組織の役割を分担し継続的に遂行し実現していくこと」と定義する．  

また「職業生活」とは「大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力を携え企業

組織に就職し自らの社会的役割をもって仕事に取り組んでいく生活」と定義する．  

「能力」とは「物事を成し遂げることのできる力」をいう[34]．本研究ではその力は

大学のキャリア開発教育を通じて身につけ，職業生活のために携えるものである．ゆ

えに本研究における「能力」とは「大学のキャリア開発教育を通じて身につけ，企業組

織に入社した後も物事を成し遂げられる力」と定義する．  

「認識」とは「物事をはっきり知りその意義や価値を正しく理解・弁別すること」を

いう[34]．また本研究における「認識」とは測定ができるものである．ゆえに本研究に

おける「認識」とは「物事の意義・価値を正しく理解・弁別し，調査やアンケートの回

答を通し測定できるもの」とする．  

「評価」とは「物事の意義・価値を認めること」をいう[34]．また本研究では当事者
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が捉える能力を測定するが，その測定した数値が低いなら低いなりの価値があると考

える．ゆえに本研究における「評価」とは「物事の意義・価値を正しく理解・弁別し，

調査やアンケートの回答で測定できるものであり，肯定的な意味も否定的な意味もも

つ」とする．  

 

3. キャリア教育とキャリア開発教育の違い  

 キャリア教育の定義には諸説あるが，前述したように日本では文科省他[19]による定

義が最も一般的である．それを踏まえ本研究では，大学のキャリア開発教育を通じて

身につけた能力の測定と，大学生のキャリア開発の連続性を考慮し，「大学のキャリア

開発教育」を以下のように定義する（Box1-3）．また，上述した研究の課題と共に，従

来のキャリア教育と本研究の取り扱うキャリア開発教育との違いを下村[33]の図を参

考に表す（図 1-3）．  

 

Box1-3 キャリア開発教育の定義（出所：文部科学省他[19]を参考に筆者作成）  

 

 

図 1-3 本研究の課題と取り扱う研究対象（出所：下村[33]を参考に筆者作成） 

 

キャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャリア開発

を連続的に行うことを促す教育である．また，能力の測定と開発過程の顕在化が可

能な教育である． 
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なお本研究では，キャリアの連続性を考慮し，既存の「キャリア教育」に「開発」と

いう用語を挿入している．渡辺[35]によれば，海外から導入された「Carrer Development」

の意味は日本における様々な学術分野で同じことを意味するが，その訳し方が異なっ

ている．例えば心理学では職業との関わり方という主観的で内面的な側面を対象とし，

「Carrer Development」を「キャリア発達」と訳する．また経済学や経営学では社会と

つながるという客観的な側面に注目し，同じ英語を「キャリア開発」と訳す．一方，本

研究はキャリア開発教育について経営工学という学術的な枠組みで論じることになる．

そのため経営学と同様に「開発」という用語を用い，大学の教育として社会とつながる

意味を含有させ，「キャリア開発教育」と呼称する．  

 

4. 本研究の意義 

 日本の大学においてキャリア教育が義務化の時代に大学のキャリア開発教育のため

の能力評価項目の提案を行うことは，企業，教育機関，及び学生に対し，大学が提供し

ている学業と育成する人材が社会とどのようにつながり，何を提供することができる

のか，明らかにする意義がある．   

 

 

第４節 キャリア開発教育の便益と能力の測定 

1. キャリア開発教育の便益 

 キャリア開発教育の便益とは Bowles 他[36]のいう個人への便益と Michael[37] のい

う社会的な便益がある．大学のキャリア開発教育の便益を考える時，下村[33]によれば，

キャリア開発教育の受益者とは教育を受ける大学生である．このことについて下村[33]

のキャリア開発教育の便益の議論を参考に，図に表した（図 1-4）．  

この図によれば，キャリア開発教育の受益者である大学生はキャリア開発教育を通

じて能力を身につけると，本人の能力を発揮できる可能性のある企業組織に移行する．

そしてその企業組織で彼らが良好なパフォーマンスを発揮すれば，企業組織にも便益

が生じる．さらに便益が生じる企業が増加することは，広く社会全体が便益を得てい

るということとも捉えられる．このように考えれば，キャリア開発教育の受益者とは  



19 

 

 

図 1-4 キャリア開発教育の便益（出所：下村[33]を参考に筆者作成）  

 

 

大学生だけではなく，企業及び社会全体にまで広がっていると解釈することができる．  

 

2. キャリア開発教育の評価と能力の測定 

教育の評価を考える際には，測定により学習成果の可視化が必要になる．松下[38]は

近年の研究動向をレビューし，学習成果の可視化の方法を直接・間接の縦軸と，量的・

質的の横軸の 2 軸で分類し，それぞれの特徴を捉えた．そこで本研究は，松下[38]の分

類を用い，間接評価かつ量的評価である自己認識と，直接評価かつ量的評価である他

者認識を測定する．これを図に表した（図 1-5）．  

 

図 1-5 キャリア開発教育の評価（出所：松下[38]を参考に筆者作成）  
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ここで自己認識を測定する理由を述べる．現代では自己を認識する力を高めること

が教育の中に取り入れられ，教育の評価としてその測定が主流となっている[39]．昨今，

日本の政府では初中等教育，高等教育において継続的なキャリア開発教育を推進して

おり  [19]，2018 年の時点でキャリア開発教育に取り組む中学校は 98.1%[40]，高校で

は 97.4％と高い実施率にある[41]．すなわち大学生のほとんどが大学入学前にキャリア

開発教育を経験している状況にある．  

またキャリア開発教育のように特定の高度な専門知識の習得が目的でない教育の場

合には，教育を通じてどのような能力を身につけたのかということについて学生の自

己認識が教育上の重要な測定方法であることもわかっている[42][43]．ゆえに本研究に

おいても，大学生のキャリア開発教育を通じて身につけた能力の自己認識を教育への

評価として最重要と捉え，測定することにした．   

さらに新社会人においても自己認識の存在が認められている．日本経済団体連合会

（以下，経団連）[9]は新社会人にも自律的なキャリア開発を強く推進し，自らが仕事

に就く能力が自らに備わっているかどうか，その能力は職業生活で求められるかどう

かを個人で見極めることの必要性を説いている[44]．  

以上より，初中等教育から新社会人に至るまでのキャリア開発について，図 1-6 に

表した．  

 

 

図 1-6 初中等教育から新社会人に至るまでのキャリア開発（出所：筆者作成）  

 

 



21 

 

 

3. 本研究における能力の測定点  

以上の議論をうけて本研究における能力の測定を図にまとめた（図 1-7）．  

縦軸に「主観性」「客観性」を，横軸に時間の流れを，「主観性」として大学生，およ

び新社会人の自己認識を，「客観性」として「他者認識」を設定した．「他者認識」は企

業からの内定獲得の有無と企業の代理変数として新卒採用担当者の認識を用いる．時

間の流れとしては右にいくほどキャリア開発が積み重なることを表す．  

能力の測定点としては，教育初期，就活期，新社会人期，職業生活期を設定する．図

の白色四角で表現した教育初期や就活期は，従来のキャリア教育研究で設定されてい

た測定点であり，灰色四角で表現した新社会人期や職業生活期は本研究で新たに設定

した測定点である．  

なお連続的なキャリア開発を考慮すれば，大学生だけでなく新社会人や職業人にお

ける「他者認識」の測定も考えられる[45] [46]．しかし本研究の対象者は大学生であり，

それゆえ「他者認識」はあくまでも大学生を対象とした研究にとどめることにした．  

 

 

図 1-7 本研究における能力の測定（出所：筆者作成）  
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第５節 本研究の構成 

 本研究の構成は図 1-8 のようである．   

第 1 章はこれまで述べてきたように，背景と目的を述べる．  

第 2 章は文献研究であり，大学のキャリア開発教育のための能力評価項目の作成を

行う．  

第 3 章，第 4 章，第 5 章，第 6 章，第 7 章は，第 2 章で作成した能力評価項目を用

いた実証研究である．第 3 章は教育初期の大学生に対し，授業介入により伸長した能

力を測定する．第 4 章は全国の就活経験学生に対し，キャリア開発教育で身につけた

能力の自己認識を測定する．第 5 章は就活経験学生の自己認識と，企業からの内定獲

得の有無の関係性を捉える．第 6 章は新卒採用担当者に対し，大学のキャリア開発教

育を通じて身につけてほしい能力を測定する．第 7 章は新社会人に対し，大学のキャ

リア開発教育を通じて身につけた能力を測定する．  

第 8 章では総合考察を，第 9 章では結論を述べる．その後，付帯して謝辞，参考文

献，研究実績を述べる．  
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的  

第 1 章をうけて，日本の大学のキャリア開発教育を通じて身につける能力の測定と，

個人のキャリア開発の連続性を考慮した能力評価項目を作成することができるのかと

いう問いが生まれた．  

そこで本章の目的は，大学のキャリア開発教育のための能力評価項目を作成するこ

とである．  

 

2. 能力評価項目の作成ステップ  

 能力評価項目の作成を以下のステップで行う（図 2-1）．  

Step1.では能力の抽出を行う．抽出の規準を設定し，文献から能力を抽出する．

Step2.では能力の集約化を行う．集約化の規準を設定し，抽出した能力を集約する．

Step3.では能力の体系化を行う．体系化の規準と要因を設定し，集約化した能力を

割付ける．   

 

Step.1 能力の抽出 

抽出の規準を設定  

文献から能力を抽出  

↓ 

Step.2 能力の集約化 

集約化の規準を設定  

抽出した能力を集約  

↓ 

Step.3 能力の体系化 

体系化の規準と要因を設定  

集約化した能力を割付け  

 

図 2-1  能力評価項目の作成ステップ（出所：筆者作成）  
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第２節 Step. 1 能力の抽出 

1. 能力の抽出における規準 1 

Step. 1 では能力の抽出を行う．  

世界からみれば日本は新卒一括採用制度や終身雇用制度など雇用上の特殊性が未だ

根強く存在し[47]，キャリア開発を国内で議論する必要性が存在する[48] [49] [50]．ま

たキャリア開発教育を日本独自の教育として理論化を図るために 1990 年代から政府が

指針を掲げている[14] [19] [51] [52]．  

そこで本章では，文献を選定する際に研究対象である大学のキャリア開発教育が日

本国内で行われていることを考慮し，能力を抽出することにした．すなわち「日本で行

われる教育であることを考慮しているか」を，能力の抽出における規準 1 とした．  

 

2. 能力の抽出における規準 2 

政府では「キャリア」という用語を「人生」「生涯」「就職」「就業」「職業」「雇用」

「労働」「エンプロイアビリティ」に関連するものとして近年多用している[19]．民間

団体でも「キャリア」について論じる際に前出の用語を多用している[44] [53] [54]． 

そこで本章では，上記の用語の組み合わせによって過去 30 年分の主要な文献を検討

した．なおその際には，大学の教育，大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活に

ついて言及があるかどうかを確かめた．すなわち「大学の教育，大学生の能力・雇用・

キャリア開発・職業生活への言及があるか」を，能力の抽出における規準 2 とした． 

 

3. 能力の抽出における規準 3 

文献検討の結果，近年でも議論が適用できるような能力評価項目を提示している代

表的な文献が見つかったため，これらの文献を選定した．改訂のある文献については

最新版を選定した．また最新の雇用市場の動向を反映し，引用の多い実証研究からも

文献を選定した．  

すなわち「最新の雇用市場の動向を反映しているか」を，能力の抽出における規準 3

とした．  
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4. 能力の抽出における規準 4 

しかし日本国内の先行文献の選定だけでは疑問が残った．現代のグローバリゼーシ

ョンの実現による若者の労働環境を背景にすれば，いわゆる 21 世紀型スキルと呼ばれ

る能力が必要との議論や[55]，COVID-19 の影響なども考慮しなければならないだろう．

将来の職業についてより広範な範囲で関心を持つようになった若者たちの雇用環境は，

日本で教育を受けたとしても世界中に広がっている．そのため日本の文献で選定され

た能力が世界でも認識されている能力であるのか，海外の文献をレビューし確かめる

ことにした．  

そこで海外の文献に目をむけてみれば，世界的に若者のキャリア開発を支援する機

関として国際労働機関（以下，ILO）や，経済協力開発機構（以下，OECD）などが存

在した．これらの機関で使われる近年の用語を分析すると「career」の関連する用語と

して，「 life」「 job」「employment」「work」 など が多用され，また，能力用語として

「competencies」「skills」「abilities」が多用されていた．よって日本国内と同様に，過去

30 年分の海外の文献についてもこれらの用語の組み合わせによる文献の検討を行った． 

その結果，関連する文献が数百種に渡り出現した．あまりにも文献が多かったため，

文献を選定する際の指針を要すると考えた．そこで本研究は，その指針を提示する機

関として ILO を選択した．ILO は日本をも含む 187 の加盟国で構成され，世界中の文

献について世界最大規模で継続的な検討が実施されている．ゆえに ILO を選ぶことで

日本の文献をも世界レベルで検討していると捉えることもできる．  

さらに ILO の中でも大学の教育，大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活を

含む提言として指針となり得るものを検討したところ，「Global framework on core skills 

for life and work in the 21st century（以下，Global framework）[56]」があり，このレポー

トを海外の文献を選定する際の指針とすることにした．「Global framework[56]」は若者

のキャリア開発における様々な能力の定義や分類が統一されていない現状を課題とし

ている．そして 1990 年代からの世界中の文献を政府，雇用者・労働者団体，ILO，国

連パートナーなどの多数の専門家によって，その課題に応えるために 21 世紀の若者の

雇用に求められる最重要の文献を選定したレポートである．  

そしてこのレポートの中で  「International frameworks」と「National frameworks」に

分類して文献が提示されており，本研究ではこの２種の frameworks で提示された全て
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の文献を選定することにした．すなわち「世界で通用する能力であるか」を，能力の抽

出における規準 4 とした．  

 

5. 能力の抽出における規準まとめ 

上記を踏まえ，Step. 1 における 4 種の規準をまとめた（Box2-1）．  

 

Step.1 能力の抽出 

①日本で行われる教育であることを考慮しているか  

②大学の教育，大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活への言及

があるか  

③最新の雇用市場の動向を反映しているか  

④世界で通用する能力であることを確かめているか  

Box2-1 Step.1 の規準まとめ（出所：筆者作成） 

 

6. 選定した文献の特徴  

能力の抽出に用いた文献を一覧にした（表 2-1）．各文献が示す能力の特徴を 4 分類

して述べる．  

はじめに日本の政府の提示している代表的な文献について述べる．「生きる力[57]」

は 21 世紀を展望した全人的な能力，「人間力[58]」は社会を構成し自立した人間の総合

的な能力，「企業が若者に求める就職基礎能力[59]」は企業が提示した若年者が目標と

する能力，「学士力[60]」は学士課程教育が目指す学習成果能力，「キャリア発達にかか

わる諸能力[61]」は各発達段階の能力を明確化し実践を目標とする能力，「日本型 21 世

紀型能力[55]」は 21 世紀における資質・能力，「人生 100 年時代の社会人基礎力[62]」

はライフステージの各段階で活躍するための能力である．  

次に最新の雇用市場の動向を反映した引用の多い実証研究の文献について述べる．

「新規大卒者の採否で重視する能力[63]」は企業が新規大卒者に期待する人材像を尋

ねた能力，「選考にあたって特に重視した点[64]」は企業が新卒正社員選考時に重視し

た能力，「大学生活で身についた能力[65]」は大学生活の中で学生が身につけた能力で
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ある．  

また，国際的な組織が作成した文献について述べる．これは「Global framework [56]」

の「International frameworks」をもとにしている．「The Definition and Selection of Key 

Competencies[66]」は 異質 な 集 団の 中 で交 流し 自 律 的に 行 動す るた め の 能力 ，「 Key 

Competencies for Lifelong Learning[67]」は個人的な充足と発展，積極的な市民活動，社

会的包摂，雇用の為に必要とする能力，「21st-Century Skills by Assessment & Teaching[68]」

は 21 世紀の市民であるために必要とされる能力，「Transferable Skills[69]」は未来の変

化 に 対 応 し 有 意 義 で 生 産 的 な 生 活 を 送 る た め に 重 要 な 能 力 ，「 Developing social-

emotional skills[70]」は生涯を通じて発展させ価値観を生み出す能力，「21st Century Skills 

by New Vision for Education[71]」は急速に進化する技術に囲まれた世界で活躍するため

の能力，「Life Skills in the Middle East and North Africa[72]」は課題を抱える市民を対象

とした 21 世紀型能力，「Skill shifted Automation and the Future of the Work-force[73]」は

AI による仕事の変化への適応能力，「Core Employability Skills of ILO[74]」は ILO の 4

レポートがまとめられており，若者が適切な雇用を見つけるための能力である．  

最後に ILO が吟味した国別の文献について述べる．これは「Global framework[56]」

の「National frameworks」をもとにしている．「Achieving Necessary Skills Required by 

Work[75]」は若者が職場要求に応えられる為に必要な能力，「Key Competencies for 

post compulsory education and training[76]」は成人後の職場などに効果的に参加する為

の能力，「Employability competencies in Chile[77]」は未来の雇用に対応する能力，

「Soft Skills and Employability Skills[78]」はインダストリー  4.0 に対応する為の能

力，「Core skills for employment in Jamaica[79]」は働くに足り得る主要な能力，「Basic 

Competencies integrated with 21st Century Skills[80]」は社会で満足に働くための基本的

な能力である．  

 

7. 能力の抽出法  

これらの文献から能力を抽出する方法を述べる．例えば「生きる力[57]」では『知識

や技能に加え，自分で課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，行動し，

よりよく問題を解決する力などの確かな学力や，他人を思いやる心や感動する心など

の豊かな人間性，たくましく生きるための健康・体力などの生きる力を身に付けるこ  
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表 2-1 能力の抽出に用いた文献（出所：筆者作成）  

 

 

と』と定義されている．よって「生きる力[57]」からは「知識や技能」「課題を見付け

る力」「自ら学ぶ力」「自ら考える力」「主体的に判断する力」「主体的に行動する力」「問

題を解決する力」「確かな学力」「他人を思いやる力」「感動する力」「たくましく生きる

力」「健康・体力」を能力として抽出した．この中には能力ではなく一見すると人間性

や態度だと捉えられるような項目もあるが，近年は能力概念の導入により能力として

捉えるようになったことは既に述べた通りであり[23]，これらを能力として抽出した． 

このような方法で日本の 10 文献から計 180 の能力が，海外の 15 文献から計 272 の

能力がそれぞれ抽出され，全 452 の能力が抽出された．  

 

1 生きる力[57]

2 人間力[58]

3 企業が若者に求める就職基礎能力[59]

4 学士力[60]

5 キャリア発達にかかわる諸能力[61]

6 21世紀能力 日本型資質・能力の枠組み[55]

7 人生100年時代の社会人基礎力[62]

8 新規大卒者の採否で重視する能力[63]

9 選考にあたって特に重視した点[64]

10 大学生活で身についた知識・技能[65]

11 The Definition and Selection of Key Competencies (DeSeCo)[66]

12 Key Competencies for Lifelong Learning[67]

13 21st-Century Skills Assessment & Teaching[68]

14 Transferable Skills[69]

15 Developing social-emotional skills[70]

16 21st century skills, New Vision for Education[71]

17 21st Century Skills in the Middle East and North Africa[72]

18 Skill shifted Automation and the Future of the Work-force[73]

19 Core Employability Skills of ILO[74]

20 Achieving Necessary Skills Required by Work[75]

21 Key Competencies for post compulsory education and training[76]

22 Employability competencies[77]

23 Soft Skills and Employability Skills[78]

24 Core skills for employment[79]

25 Basic Competencies Integrated with 21st Century Skills(TESDA)[80]
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第３節 Step. 2 能力の集約化 

1. 能力の集約化における規準 1 

Step. 2 では能力の集約化を行う．  

Step. 1 で抽出された 452 の能力は能力評価項目の数として多すぎたため，表記や定

義が同義または近似と思われる能力を一括りにしていった．一括りの方法として例え

ば「企業が若者に求める就職基礎能力[59]」で記載された「ビジネスマナー」と，「キ

ャリア発達にかかわる諸能力[61]」で記載された「マナー」と，「新規大卒者の採否で

重視する能力[63]」の「礼儀」は，近似する能力だと捉え「礼儀，マナー」として一括

りにした．  

その理由としては以下のようである．「礼儀，マナー」の定義として「礼儀」は人と

会った時に働きかける心であり，時，場所，状況に応じて行動を統制する能力である

[81]．一方，「マナー」は場面により立場を越え他人を思いやり，その思いやりに基づ

いて全ての人々が精神的に尊重し合う行動規範に基づくものである [82]．Goffman[84]

によれば，私達の社会の中における行為には罰則もなく明文化されていないにもかか

わらず守らなければならない儀式的な行為がある．佐々木[83]によれば，この「礼儀」

と「マナー」は守らなければならない儀式的な行為であり，人間関係を円滑にさせ社会

的秩序を守る上で重要な意味をもち，そのふるまい方によってその人の評価につなが

る重要な能力という点で，西洋と日本の定義の間で高い共通性がある．以上より本研

究では「礼儀」と「マナー」を能力として一括りにした．  

そして他の能力についても「礼儀，マナー」と同様に関連する文献を幅広く収集し，

表記や定義を確かめた上で一括りにしていった．すなわち「同義または近似した能力を

一括りしているか」を，能力の集約化における規準 1 とした．  

 

2. 能力の集約化における規準 2 

一括りにする際に日本語と英語で同等の意味となるか不明瞭な時は，日本語の文献

以外に海外の文献を幅広く収集し，表記や定義を確かめた上で解釈していった．しか

し 同 じ 用 語 で あ っ て も 言 語 に よ り 指 し 示 す 能 力 が 異 な る こ と が あ る ． 例 え ば

「interpersonal skills」は日本語では「対人能力」と訳されるが，Bolton 他[85]によれば
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「ability to deal with other people」と記載され，日本語の「コミュニケーション」「人間

関係」「礼儀，マナー」「発信と傾聴」の意味をも含有する言葉として説明されている．

ゆえに「interpersonal skills」についてはこれら 4 種の能力を抽出した．  

すなわち「国内外の文献から表記や定義を取り入れているか」を，能力の集約化にお

ける規準 2 とした．  

 

3. 能力の集約化における規準 3 

集約化していく中で，「企業が若者に求める就職基礎能力[59]」で記載された「資格

取得」など，選定された文献の中で抽出頻度が 1 回しかない能力が存在した．このよ

うな能力は能力として共通性が確保されないため，能力評価項目として除外した．  

すなわち「共通性の確保をしているか」を，能力の集約化における規準 3 とした．  

 

4. 能力の集約化における規準 4 

このような方法で集約化していった能力について，久保[86]を参照し，抽出頻度の多

い能力を日本国内と海外の文献別に左から分類して並べ，パレート図を作成した（図

2-1）．  

この図によれば「礼儀，マナー」以降の能力として，「金融リテラシー」「労働安全衛

生遵守」「危機管理能力」が続く．この 3 つの能力は前述したように「表記や定義が同

義または近似と思われる能力を一括りに」という方針のもとに，他の能力評価項目に

分類することを検討した．ところが前述した「礼儀，マナー」や「interpersonal skills」

と同様の方法で検討したものの，参照した文献などから他の能力評価項目に分類する

のは難しいと判断した．  

またこの 3 つの能力は他の能力評価項目に比べて出現頻度も低く，海外の文献のい

くつかで共通して抽出された能力であっても日本の文献からの抽出頻度は 0 件であ

る．そのため日本の雇用市場の特殊性，日本の大学教育，日本の文化や民族性などの

背景と，本研究が対象にしているキャリア開発教育が日本の大学で行われることを考

慮し，今回，能力評価項目としない方針をとった．  

すなわち「日本で一度も示されない能力を除外しているか」を，能力の集約化にお

ける規準 4 とした．このようにして能力評価項目として 28 の能力を決定した．  
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5. 能力の集約化における規準まとめ  

上記を踏まえ，Step.2 における 4 種の規準をまとめた（Box2-2）．なお，この 28 の

能力について例えば企業担当者を対象にした調査であれば，各能力の優先度が異なる

可能性もある．しかし本研究では集約化した能力評価項目をキャリア開発教育の可能

性として捉えるため，28 の能力について能力評価項目のウェイトを同様に扱うものと

した．  

 

Step.2 能力の集約化 

①同義または近似した能力を一括りしているか  

②国内外の文献から表記や定義を取り入れているか  

③共通性の確保をしているか  

④日本で一度も示されない能力を除外しているか  

Box2-2 Step.2 の規準まとめ（出所：筆者作成）  

 

 

第４節 Step. 3 能力の体系化 

1. 能力の体系化における規準 1 

Step. 3 では能力の体系化を行う．  

体系化を進めるため，能力の評価概念が論じられている日本の文献をレビューし体

系化の要因を抽出した．その際，体系化の要因について抽出の時と同様に，大学の教

育，大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活への言及があるかどうかを確かめ

た．すなわち「日本の文献のうち大学教育・大学生の能力・雇用に言及した文献を参照

しているか」を，能力の体系化における規準 1 とした．   

 

2. 能力の体系化における規準 2 

産業界が能力主義を重要視するようになると，個人がすぐれた業績をあげるために

行動レベルで発揮されるものは能力と捉えられるようになった[87]．そしてそのような

能力への考えた方は学校教育に対しても援用されるようになった[23]．それらを受けて
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国の機関も大学の教育に対し身につける能力の指針を盛んに提示するようになった．

例えば，国立教育政策研究所[88]では「キャリア設計能力」「キャリア情報探索・活用

能力」「意思決定能力」「人間関係能力」を示した．文科省他[15]は「人間関係形成・社

会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」

を示した．  

そこで本研究でも，これらの政府の指針で示された能力を体系化の要因として取り

入れることにした．すなわち「日本の政府の指針で示された能力を要因として取り入

れているか」を能力の体系化における規準 2 とした．  

 

3. 能力の体系化における規準 3 

これらの能力の考え方をもとに 2006 年には政府，学術界，産業界による研究会が立

ち上がった．そして教育機関によって提示されていた職業観・勤労観の育成に対し，産

業界が明確に言及し，「社会人基礎力」がまとめられた[62]．この「社会人基礎力」は

能力分類の要因として「人との関係を作る能力」「課題を見つけ取り組む能力」「自分を

コントロールする能力」が設定された．  

さらに 2018 年，「社会人基礎力」は「人生 100 年時代の社会人基礎力」として改訂

された[62]．示される能力分類の要因も改訂され，「考え抜く力（シンキング）」「チー

ムで働く力（チームワーク）」「前に踏み出す力（アクション）」が設定されている．な

お「人生 100 年時代の社会人基礎力」は，日本の大学でも幅広く活用され，その要因

はステークホルダーの共通言語ともいわれている．  

そこで本研究でも，「人生 100 年時代の社会人基礎力」の要因を能力評価項目の体系

化のために取り入れることにした．すなわち「日本の大学が最も取り入れている「人生

100 年時代の社会人基礎力」を要因として取り入れているか」を，能力の体系化におけ

る規準 3 とした．  

 

4. 能力の体系化における規準 4 

上記に加え本研究では，実施した企業調査データをもとに労働政策研究・研修機構

[89]が能力分類の要因に設定した「専門性」「アビアランス」を体系化の要因として設

定することにした．  
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「専門性」とは小杉[23]や苅谷[90]，中村[91]によれば，背景で述べたように現代の

社会以前に求められた能力であり，客観的事実や他者認識，資格試験，標準的なテスト

などを通し到達度が数値化可能な能力である．一方，「アビアランス」とは小杉[23]や

岩脇[50]によれば，背景で述べたように現代の社会で求められる能力であり，従来は人

柄や人間性という表現や資質や態度と呼ばれ，人的資源管理のコンピテンシー概念の

導入により測定がしにくい能力でありながらも近年産業界で重要視されるようになっ

た能力である．  

すなわち「産業界から要請され労働政策研究・研修機構が設定した能力分類を要因

として取り入れているか」を，能力の体系化における規準 4 とした．  

 

5. 能力の体系化における規準まとめ  

以上，Step.3 における規準をまとめた（Box2-3）．  

そしてこれらの議論から「考え抜く力」「チームで働く力」「前に踏み出す力」「専門

性」「アビアランス」の 5 つを要因として設定し， 28 の能力を割付けた（表 2-2）．  

 

Step.3 能力の体系化 

①日本の文献のうち大学教育・大学生の能力・雇用に言及した文献を参照

しているか  

②日本の政府の指針で示された能力を要因として取り入れているか  

③日本の大学が最も取り入れている「人生 100 年時代の社会人基礎力」を

要因として取り入れているか  

④産業界から要請され労働政策研究・研修機構が設定した能力分類を要因

として取り入れているか  

Box2-3 Step.3 の規準まとめ（出所：筆者作成） 

  

6. 能力の体系化のための要因 

ここで能力の体系化における要因について述べる．「考え抜く力」「チームで働く力」

「前に踏み出す力」は「人生 100 年時代の社会人基礎力」をもとに，多くの先行研究

からも示されていた要因である[60]．  
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「考え抜く力」は自らの強みを強化し弱みを補完して能力を発揮するための能力で

ある．「チームで働く力」は自己の多様な体験・経験や能力と多様な人々の得意なもの

を組み合わせ，価値を創出する能力である．「前に踏み出す力」は自己実現や社会貢献

に向けて行動し価値の創出に向けた行動を促すための能力である．「専門性」「アビア

ランス」は労働政策研究・研修機構[89]が能力分類の要因に設定した要因であり，能力

の体系化における規準 4 で述べた通りである．  

 

 

第５節 考察と結論 

1. 考察 

 本章では，能力評価項目の作成のステップとして Step.1，Step.2，Step.3 という

3 つのステップを踏むことで 28 の能力を決定した．  

能力の抽出については基準を設定し，国内外の多くの文献をレビューすることで，

幅広い能力を抽出することができた．しかし 452 もの能力が抽出され，能力評価項目

にするには極めて多く集約化が必要となった．  

そこで集約化を試みたが，近年は小杉[23]や岩脇[50]などが述べるように，資質や人

間性とよばれるものも能力として捉えるため多岐の表現が散見された．そこで集約化

の際も規準の設定と，国内外の多くの文献をレビューする必要があった．その過程を

経ることで 28 の能力に集約化することができた．  

また体系化に際しても，基準を設定と，国内外の多くの文献をレビューする必要が

あった．多くの文献から要因を決定することができた．  

このように設定した規準を遵守し，国内外の多くの文献をレビューすることで，大

学のキャリア開発教育のための能力評価項目を帰納的に導き，体系的な構造をもって

作成することができた．  

 

2. 結論 

本章の目的は，日本の大学のキャリア開発教育のための能力評価項目を作成するこ

とであった．  
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 研究の方法として，能力評価項目の作成を 3 つのステップに分け，Step1.では能力

の抽出を，Step2.では能力の集約化を，Step3.では能力の体系化を行った．  

Step1.として，①日本で行われる教育であることを考慮しているか，②大学の教育，

大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活への言及があるか，③最新の雇用市場の

動向を反映しているか，④世界で通用する能力であることを確かめているかという 4

つの規準を設定した．その結果，日本国内の文献から計 180 の能力が，海外の 15 の文

献から計 272 の能力が抽出され，全 452 の能力が抽出された．  

次に Step2.でも 4 つの規準を設定した．①同義または近似した能力を一括りしてい

るか，②国内外の文献から表記や定義を取り入れているか，③共通性の確保をしてい

るか，④日本で一度も示されない能力を除外しているかである．その結果，下位３つの

能力は能力評価項目としない方針をとり，能力の集約化として 28 の能力を決定した． 

最後に Step3.でも 4 つの規準を設定した．①日本の文献のうち大学教育・大学生の

能力・雇用に言及した文献を参照しているか，②日本の政府の指針で示された能力を

要因として取り入れているか，③日本の大学が最も取り入れている「人生 100 年時代

の社会人基礎力」を要因として取り入れているか，④産業界から要請され労働政策研

究・研修機構が設定した能力分類を要因として取り入れているかである．その結果，

「考え抜く力」「チームで働く力」「前に踏み出す力」「専門性」「アビアランス」という

5 つの要因に 28 の能力を割付けることができた．  

以上のような過程を経ることで，大学のキャリア開発教育のための能力評価項目を

帰納的に導き，体系的な構造をもって作成することができた．  
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第 3 章 

授業介入により伸長した能力 
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的 

 第 2 章で作成した能力評価項目は，大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能

力の測定と，個人のキャリア開発の連続性を考慮し，大学のキャリア開発教育のため

の能力評価項目として提案できるのかという問いが生まれた．  

そこで本章の目的は，教育初期におけるキャリア開発授業を通じて受講生が伸長し

たと自己認識した能力を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって受講生の

キャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリ

ア開発教育のための能力評価項目を提案できる実証を得ることである．  

 

2. 研究の方法 

研究の方法として授業への介入とアンケートを実施した．  

 介入を行う研究フィールドは関東首都圏の私立大学 A の社会科学系学部の 1 年生

（231 人）のキャリア開発授業（15 回×90 分）であり，授業期間は 2021 年の大学の前

期授業期間内（2021 年 4 月 13 日～7 月 27 日）とした．この授業を選んだ理由は当該

教育機関の必修科目であり選択バイアスが極力抑えられると考えたためである．また

1 年生は大学での学習経験が少なくキャリア開発授業以外の活動の影響が極力抑えら

れる時期であり，本授業への介入効果をできるだけ直接的に検討することが可能であ

ると考えた．  

 アンケートは当該授業において第 1 回授業と第 15 回授業で自記式アンケートを行っ

た．アンケートは組織の倫理的許可を得た上で行ったが，対象者への説明としてアン

ケートの冒頭に本研究で規定したキャリア開発教育の定義を引用して記載し（Box3-

1），アンケートには授業評価に一切の関係が無いことを約束し，同意を得た学生のみ

回答を依頼した．  

質問は学生の自己認識を得るために「あなたが現在身についている能力を答えてく

ださい（第 1 回）」「あなたがキャリア開発教育を通じて伸長した能力を答えてくださ

い（第 15 回）」と設定した．属性は特に設定しなかった（表 3-1）．  
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Box3-1 対象者への説明（出所：筆者作成）  

 

表 3-1 質問とダミー（出所：筆者作成）  

 

授業の構成は表 3-2 の通りである．その手順を述べる．先ず 28 の能力評価項目に

「オリエンテーション」「まとめ」を加え，組み合わせる能力に考慮しながら計 15 セ

ットを作成しそれぞれにテーマを設定した．しかし授業の各回でどのような能力を学

ぶかという点は，本来であれば学ぶ順番や組合せの適切性が存在し，テーマの並び順

により学習効果が異なる可能性がある．しかし本研究では各能力のウェイトを同様に

おくこととし，学習内容をオムニバス形式で学ぶ形式をとるため乱数発生によりラン

ダムに配置した．  

分析方法について述べる．本章ではプレポスト分析を行うが，2 件法の回答を採用し

二値分析を実行する．そのため表 3-1 のように「身についている」= 1，「身についてい

ない」= 0，「伸長した」= 1，「伸長しなかった」= 0 とダミーに変換する．  

この分析について分析精度を考慮すれば，本来は対象者にはリッカート尺度で回答

を促すのが望ましい．しかし本研究の研究フィールドとして授業という場を利用して

おり，そのことは学生にとって教育サービス受容の阻害要因と考えられる．授業本来

の目的である教育サービスの提供を達成するためにも研究の運用を最小限に抑え，ス

ピーディーにアンケートを進行させる必要があった．また本研究ではプレポスト分析

としてある程度のサンプル数の収集を実現する必要があり，研究として回収率の確保

この授業は「大学のキャリア開発教育」のひとつです．  

大学のキャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャ

リア開発を連続的に行うことを促す教育です． 

そのことを理解した上で，アンケートの回答に答えてください．  

（第 1 回授業・第 15 回授業ともに同文）  

調査項目 質問文 回答／変換ダミー

身についている = 1

身についていない = 0

伸長した = 1

伸長しなかった = 0

身についている

能力（第1回）

伸長した能力

（第15回）

あなたが現在身についている能力を答えて

ください．

あなたがキャリア開発教育を通じて伸長し

た能力を答えてください．
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を優先させた．過去の経験から授業内で質問数が多いアンケートをリッカート尺度で

回答させると回答回収率が大幅に低下し，サンプル数の少なさから分析精度の低下が

度々発生していたためである．  

 

表 3-2 授業の構成（出所：筆者作成）  

 

 

 

第２節 結果と分析 

1. 基本統計量と結果の表し方 

 アンケートの結果，単位放棄とみなされる 6 回以上の欠席者，空白回答，成績デー

タ提供拒否者の 38 サンプルを除外し，有効回答数として 193 サンプル（回収率 83.3%）

を収集した．  

結果の表し方としては，受講生が自己認識した能力の出現率に注目して表した．な

お結果を示す際に頻繁に用いられる度数は各区間に現れた個数を並べて表現するが，

出現率は対象条件に合致するサンプルの数が属性・集団の中に含まれる比率で表し，

通常，単位として%を用いる[92]．両方の表現を比較した結果，本章では結果の見易さ

を優先し，出現率で表すことにした．  

授業

回
授業テーマ

1 オリエン，自己管理をする オリエンテーション 時間等の計画，自己管理

2 社会性を身につける 礼儀，マナー 規範性，倫理，責任感，自律心

3 学ぶことを知る 基礎的知識 学習のメタ認知，学習経験

4 論理的な思考を身につける 読み書き能力 論理的，批判的，戦略的な思考

5 健康に生きる 体力，健康，元気さ ストレスコントロール

6 情報化社会で生きる 情報の収集と活用 基礎的なITスキル

7 大学と社会のかかわりを考える 自文化理解，市民性 世界や日本の動き、多様性への関心

8 数的リテラシーを習得する 数学的思考 専門的知識

9 自己分析とキャリア開発をする キャリアプランニング 自己の分析，自己の理解

10 主体性を身につける 主体的態度・意欲 柔軟性，状況適応性

11 創造と解決をする 創造的思考，企画力，探求心 課題の発見，解決

12 意思決定と実行をする 意思決定 自ら実行する力

13 人間関係をつくる 協働力，協調性 人間の社会的・文化的関係性

14 コミュニケーションをする 発信と傾聴，プレゼンテーション コミュニケーション

15 リーダーシップをもつ，まとめ リーダーシップ まとめ

学習する項目
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また能力の伸長率を観察するために第 1 回授業と第 15 回授業で差分を観察した．そ

して表を作成し，列 A に第 1 回授業，列 B に第 15 回授業を，列 C に差分 Δ（B－A）

を設定し，それぞれの数値を観察した．また列 C は見易さを考え棒グラフで表現した．

列の数値の並べ方は差分の昇順にソートし，それぞれの数値を観察することにした．  

 

2. 出現率の全体平均値 

受講生が自己認識した能力の出現率について列 A と列 B の全体平均値を観察したと

ころ，列 C で表されたようにプラスの方向に差分（Δ42.7%）が存在した（表 3-3）．   

 

表 3-3 出現率の全体平均値と差分（出所：筆者作成）  

 

3. 各能力の出現率と差分 

 各能力を観察したところ，受講生が自己認識した全ての能力を測定し出現率で表す

ことができた（表 3-4）．第 1 回の授業で自己認識が高かったのは列 A の 28 行目の「体

力，健康，元気さ（38.9%）」であり，第 15 回の授業では列 B の 1，2，3 行目の「キャ

リアプランニング（80.3%）」「学習のメタ認知，学習経験（74.6%）」「基礎的知識，常

識，教養（73.1%）」だった．  

また，列 C の 28 行目の「体力，健康，元気さ（Δ-16.1%）」を除くと受講生が自己認

識した全ての能力が伸長したという自己認識が観察された．伸長率が高かった能力は

列 C の 1，2，3 行目の「キャリアプランニング（Δ77.2%）」「学習のメタ認知，学習経

験（Δ69.4%）」「基礎的知識，常識，教養（Δ64.2%）」「自己の分析，自己の理解（Δ59.1%）」

だった．一方，伸長率が低かった能力は列 C の 27 行目の「ストレスコントロール，忍

耐力（Δ16.6%）」だった．  

 

 

A B C

第1回

授業

第15回

授業

差分

Δ(B－A)

平均値 11.5% 54.2% 42.7%
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表 3-4 受講生が自己認識した伸長した能力の出現率（出所：筆者作成）  

 

 

第３節 考察と結論 

1. 考察 

分析の結果，あるひとつのキャリア開発授業を通じて受講生が自己認識した全ての

A B C

第1回

授業

第15回

授業

差分

Δ(B－A)

1 キャリアプランニング 3.1% 80.3% 77.2%

2 学習のメタ認知，学習経験 5.2% 74.6% 69.4%

3 基礎的知識，常識，教養 8.8% 73.1% 64.2%

4 自己の分析，自己の理解 10.9% 69.9% 59.1%

5 専門的知識，技能 3.1% 60.1% 57.0%

6 課題の発見，解決 8.8% 65.3% 56.5%

7 数学的思考，数量的能力 9.3% 64.2% 54.9%

8 知識・情報の収集と活用 1.6% 54.9% 53.4%

9 読み書き能力，言語能力 9.8% 61.1% 51.3%

10 時間等の計画，自己管理 13.5% 64.2% 50.8%

11 論理的・批判的・戦略的な思考 8.8% 56.5% 47.7%

12 主体的態度 11.4% 57.5% 46.1%

13 基礎的なITスキル 5.2% 50.8% 45.6%

14 礼儀，マナー 20.7% 64.8% 44.0%

15 柔軟性，状況適応性 15.0% 57.0% 42.0%

16 自ら実行する力，行動力 12.4% 53.9% 41.5%

17 規範性，倫理観，責任感，自律心 14.0% 52.8% 38.9%

18 創造的思考，企画力，革新性 13.0% 51.8% 38.9%

19 発信と傾聴，プレゼンテーション 9.3% 46.6% 37.3%

20 協働力，協調性 16.6% 53.9% 37.3%

21 世界や日本の動き，多様性への関心 8.8% 43.0% 34.2%

22 人間の社会的・文化的関係性 13.5% 45.6% 32.1%

23 意思決定，自己主張 18.7% 48.7% 30.1%

24 リーダーシップ 13.5% 43.5% 30.1%

25 コミュニケーション 14.0% 42.0% 28.0%

26 自文化理解，公共心，市民性 12.4% 40.4% 28.0%

27 ストレスコントロール，忍耐力 0.5% 17.1% 16.6%

28 体力，健康，元気さ 38.9% 22.8% -16.1%
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能力を測定し出現率で表すことができた．出現率の全体平均値と「体力，健康，元気

さ」を除いた全ての能力評価項目は，受講により能力が伸長したという自己認識が観

察された．すなわち能力評価項目は，教育初期における大学のキャリア開発教育を通

じて身につけた能力の測定や，大学のキャリア開発教育において個人のキャリア開発

として伸長した能力を自己認識させることを可能にした．  

また能力評価項目別では，「キャリアプランニング」「学習のメタ認知，学習経験」

「基礎的知識，常識，教養」「自己の分析，自己の理解」の自己認識の伸長率が高かっ

た．このことは能力評価項目によって教育初期のキャリア開発授業における教育効果

を可視化し，これらの能力を指導内容として捉え，今後のキャリア開発教育として取

り扱う意義を示した．  

なお，上位に位置した「キャリアプランニング」「自己の分析，自己の理解」につい

てはキャリア開発教育の理論的基盤といえる Super[93]が主張する能力に合致した結果

であり，日本の文献でもキャリアプランニングや自己を理解する力の重要性が繰り返

し述べられている[51] [94]．また「基礎的知識，常識，教養」については近年，基礎・

基本の学習の充実・徹底が必要だとの指摘や[95]，後々の社会生活を視野に入れた能力

であり多くの分野と相互関連するために必須の能力であるとの議論がある [96]．さらに

「学習のメタ認知，学習経験」についてもメタ認知の能力向上こそがキャリア開発教

育に課せられた使命という指摘がある[97]．すなわちこれらの能力については，先行研

究を支持し，その議論を改めて確認する結果となった．   

 

2. 結論 

本章の目的は，教育初期におけるキャリア開発授業を通じて受講生が伸長したと自

己認識した能力を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって受講生のキャリ

ア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発

教育のための能力評価項目を提案できる実証を得ることであった．  

研究の方法として，関東首都圏にある私立大学 A の社会科学系学部における全 15 回

のキャリア開発授業にて，受講生である 1 年生 193 人に対し授業への介入を行った．

授業構成として 28 の能力評価項目を授業内容として組み込み，第１回授業と第 15 回

授業にアンケートをとることでキャリア開発教育を通じて身につける能力が伸長した
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かプレポスト分析を行った．  

その結果，受講生が自己認識した全ての能力を測定することができ，出現率の全体

平均値と「体力，健康，元気さ」を除いた全ての能力評価項目は，受講により能力が伸

長したという自己認識が観察された．すなわち能力評価項目は教育初期における大学

のキャリア開発教育を通じて身につけた能力の測定や，大学のキャリア開発教育にお

いて個人のキャリア開発として伸長した能力を自己認識させることができた．  

また能力評価項目別では，「キャリアプランニング」「学習のメタ認知，学習経験」

「基礎的知識，常識，教養」「自己の分析，自己の理解」の自己認識の伸長率が高かっ

た．このことは能力評価項目によって教育初期のキャリア開発授業における教育効果

を可視化し，これらの能力を指導内容として捉え，今後のキャリア開発教育として取

り扱う意義を示した．  

以上より，教育初期におけるキャリア開発授業を通じて受講生が伸長したと自己認

識した能力を能力評価項目で測定し，その測定によって受講生のキャリア開発の様相

とキャリア開発教育の効果を明らかにしたことで，大学のキャリア開発教育のための

能力評価項目として提案できる実証を得ることができた．  
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第 4 章 

就活経験学生の自己認識 
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的 

 第 2 章で作成した能力評価項目は，第 3 章で教育初期における大学生を対象とした

研究によって，大学のキャリア開発教育のための能力評価項目として提案できる実証

を得ることができた．では，この能力評価項目は就職活動（以下，就活）の時期にある

大学生に対し提案できるのかという問いが生まれた．  

そこで本章の目的は，就活を経験した全国の大学生（以下，就活経験学生）に対し，

大学のキャリア開発教育を通じて身についたと自己認識した能力を作成した能力評価

項目で測定し，その測定によって就活経験学生のキャリア開発の様相とキャリア開発

教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発教育のための能力評価項目を

提案できる実証を得ることである．  

 

2. 研究の方法 

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，Web による匿名自記式調査を実施

した．  

調査対象者は在学中に就活経験を持ち，2022 年 3 月に卒業し同年 4 月の勤務開始を

予定する大学 4 年生とした．対象者への説明としてアンケートの冒頭に本研究で規定

したキャリア開発教育の定義を引用して記載した（Box4-1）．調査期間は 2021 年 12 月

2～5 日とし，予定回収数は母数の許容誤差を 5％に収めるため 400 サンプルを設定し

た．  

質問は学生の自己認識を得るために「キャリア開発授業，キャリア開発授業以外の

授業，授業外の教育諸活動を通じて身につけたと自己認識した能力を答えてください」

とし，属性として性別，大学名，学業成績を尋ねた．キャリア開発教育は質問文のよう

に 3 分類した．大学名は自由回答とした．学業成績は在学中の学業成績全体（GPA な

どで表現）を意味することを説明した．  

回答は二値分析を実行する．自己認識した能力は第 3 章と同様に 2 択とし，「はい」

=1，「いいえ」=0 でダミー化した．大学名は公表データのうち最も代表的なデータのひ

とつを参照根拠として偏差値に変換した[98]．偏差値の取扱いについて清水[99]は，偏



50 

 

 

差値 50 を基準に分類し偏差値別に大学の特徴を論じる意義を唱えた．そこで本研究で

も清水[99]を支持し，「50 以上」= 1，「50 未満」= 0 とダミー化した．学業成績は「良

い」= 1，「良くない」= 0 とした（表 4-1）．  

 

Box4-1 対象者への説明（出所：筆者作成）  

 

表 4-1 質問とダミー（出所：筆者作成）  

 

 

3. 分析の観点 

本研究における分析の観点を述べる．   

第一の分析の観点として，キャリア開発教育を教育の方式で「キャリア開発授業」

「キャリア開発授業以外の授業」「授業外の教育諸活動」に三分類し，それぞれの教

育を通じて身につけた能力の自己認識を測定する．嶋[100]によれば，教育を分類する

ことは行われた教育の違いを詳細に検討することを可能にする．  

このことについてキャリア開発教育の教育的・学術的な枠組みの曖昧さを否定的に

捉える論者がいる一方で[48] [101]，肯定的に捉えた議論として下村[102]がある．下

村[102]はキャリア教育とは何を教育するのか容易にはわからないという独特の特徴を

認めた上で，『あえて極論をいうとキャリア教育とはなんでもありという主張であ

り，学校でこれまでやってきたことは全て将来のキャリアに向けた大事なことであっ

調査項目 質問文 回答／変換ダミー

学生が自己認識

した能力

キャリア開発授業，キャリア開発授業以外の授

業，授業外の教育諸活動を通じて身につけたと

自己認識した能力を答えてください．

自己認識した=1

自己認識しなかった=0

性別 性別を答えてください． 男性=1, 女性=0

偏差値 大学名を答えてください． 50以上=1, 50未満 =0

学業成績 学業成績を答えてください． 良い=1, 良くない=0

大学のキャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャリ

ア開発を連続的に行うことを促す教育です．  

そのことを理解した上で，調査の回答に答えてください．  

また，この調査では大学のキャリア開発教育を，キャリア開発授業，キャリア開発

授業以外の授業，授業外の教育諸活動に三分類しています．  
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て，学校教育の全てをキャリア教育として考えていこうという運動でもある』と述べ

た．また児美川[103]も，若者の将来のキャリアは人生全体に及び包括的なキャリア教

育のアプローチが必要で，学校教育におけるあらゆる教育活動はキャリア教育になり

うるものであり，卒業後への準備という視点を意識して日頃の教育実践をしていれば

それらは全てキャリア教育になると主張した．  

そこで本章では下村[102] と児美川[103]の議論を支持し，キャリア開発教育を広義

かつ肯定的に捉え，教育課程内の教育を「キャリア開発授業」だけでなく，「キャリ

ア開発授業以外の授業」「授業外の教育諸活動」と三分類した．  

さらに第二の分析の観点として「キャリア開発授業」と「キャリア開発授業以外の授

業」の差分を設定した．これはキャリア開発教育を論じるに際し，学業の中核を成す授

業について教育の特徴や効果をより詳細に観察するものである．  

 第三の分析の観点は，偏差値別と学業成績別に分析することである．この観点によ

り多様な就活経験学生に対し能力を測定することと，キャリア開発の様相とキャリア

開発教育の効果を幅広く観察することになる．平沢[21]によれば，日本のキャリア開

発教育は経営学，社会学，教育経済学などの分野におけるいくつかの理論や仮説によ

る解釈が可能である．そのための主な基盤理論として近年，シグナリング理論[104]と

人的資本理論[105]があり，多くの文献において就活に対する教育の効果を論じている

ことがわかっている[106]．  

また荒井[107]によれば，大学教育を論じる際のシグナリング理論とは大学入学時の

選別機能に注目し，日本では一般的に大学入学難易度を示す偏差値で表現される．こ

の理論によれば，難易度の高い大学に在籍していたことが証明されれば企業や社会で

はその個人を高い能力の持ち主であると考える．一方，人的資本理論とは大学入学後

の個人の生産能力の増大を意味する．すなわち経験値の増大やその結果としての学業

成績を重視し，教育には能力を向上させ資本を増やす機能があると考える．本章でも

荒井[107]の議論に倣い，偏差値と学業成績を分析の観点においた．  

なお本章として専攻別の分析を行わなかったのは，近年，大学で学んだ専門と就職

先の職種や職務との関連性が希薄化・多様化しているとの議論を支持したためである

[22]．現代の職業生活において離職や転職はスタンダードであり，このような状況では

大学教育で特定の分野の知識や技能を習得していたとしても特定分野の知識や技能の
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有効性が消滅していることが度々見受けられる[22]．ゆえにこれからのキャリア開発教

育において，どのような職業に就いても活用できる能力を育成することが必要とされ

ており[6]，そのため専攻別の分析を行わないことにした．  

  

 

第２節 結果と分析 

1. 基本統計量と結果の表し方  

 調査の結果，基本統計量として 19 サンプルを欠損値で除外し，有効回答数は 392 サ

ンプルとなった．大学数は全 239 種であり，分析のため前述した方法で偏差値に変換

した[98]（表 4-2）．  

 

表 4-2 基本統計量（出所：筆者作成）  

 

 

 次に，学生が自己認識した能力について独立性の検定（χ2 検定）を行った．しかし 2

択による回答ではいずれも度数の偏りが激しく，期待値が 5 未満のセルが全体の 20％

以上出現したため，分析法が適切でないと判断した．  

そこで第 3 章と同様に「キャリア開発授業」「キャリア開発授業以外の授業」「授業

外の教育諸活動」の出現率を表した．表を作成し教育内容ごとに列を設け，列 A に「キ

ャリア開発授業」を，列 B に「キャリア開発授業以外の授業」を，列 C に「授業以外

の教育諸活動」を，列 D に差分 Δ（A－B）を設定し，それぞれの数値を観察すること

にした．  

 

調査項目 分類 人数 度数 標準偏差

男性 95 .24

女性 297 .76

50以上 178 .45

50未満 214 .55

良い 133 .34

良くない 259 .66

性別 .43

偏差値 .50

学業成績 .47
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2. 出現率の全体平均値 

就活経験学生が自己認識した能力の出現率について列 A，列 B，列 C の全体平均値

を観察したところ，全ての列で出現率が存在した．また列 C（37.6%）に比べ，相対的

に列 A（4.3%），列 B（6.3%）の全体平均値は低かった（表 4-3）．  

 

表 4-3 出現率の全体平均値（出所：筆者作成） 

 

3. 各能力の出現率と差分 

データが増え表の列数が増加すると，指定された行を正確に目で辿るのが困難にな

るという問題が生じる．このような時にどのデータを強調するか，研究者の独自の観

点が必要である[108] [109]．そこで既に述べたように大学の提供する学業を明らかにす

るという教育的な意義から学業の中心である授業に注目し，教育の方式のうち「キャ

リア開発授業」「キャリア開発授業以外の授業」において左から順に，全体（列 A1，列

B1），偏差値 50 以上群（列 A2，列 B2），偏差値 50 未満群（列 A3，列 B3），成績良い

群（列 A4，列 B4），成績良くない群（列 A5，列 B5），偏差値 50 以上かつ成績良い群

（列 A6，列 B6），偏差値 50 以上かつ成績良くない群（列 A7，列 B7），偏差値 50 未満

かつ成績良い群（列 A8，列 B8），偏差値 50 未満かつ成績良くない群（列 A9，列 B9）

という属性を設定し，A 列の全体（列 A1）の出現率の昇順に全列をソートし結果を観

察した．また列 D は棒グラフで表した．   

その結果，就活経験学生が自己認識した全ての能力を測定し出現率で表すことができた．

列Ａ（表 4-4），列Ｂ（表 4-5），列Ｄ（表 4-6）で特徴的だったことを述べる．  

まず列 A 全体を観察すると「キャリア開発授業」で自己認識が高かったのは，列 A1

の 1，2，3 行目の「キャリアプランニング（19.9%）」「礼儀，マナー（12.2%）」「自己

の分析，自己の理解（11.5%）」だった．偏差値別では 50 未満群が高く（列 A7，列 A8， 

 

A B C

キャリア

開発授業

キャリア

開発授業

以外の授業

授業以外の教

育諸活動

平均値 4.3% 6.3% 37.6%
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表 4-4 就活経験学生が身につけたと自己認識した能力の出現率  

（列 A：キャリア開発授業）（出所：筆者作成）  

 

 

列 A9），成績別では成績良い群が高い傾向にあり（列 A2），列 A 全体として最も高か

ったのは偏差値 50 未満かつ成績良い群である列 A8 の 2 行目の「礼儀，マナー（27.5%）」

だった（表 4-4）．  

一方，列 B 全体を観察すると「キャリア開発授業以外の授業」で自己認識が高かっ  

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9

全体
成績

良い

成績

良く

ない

全体
成績

良い

成績

良く

ない

全体
成績

良い

成績

良く

ない

1 キャリアプランニング 19.9% 21.1% 19.3% 16.3% 18.8% 14.9% 22.9% 23.2% 22.8%

2 礼儀，マナー 12.2% 18.8% 8.9% 5.6% 9.4% 3.5% 17.8% 27.5% 13.1%

3 自己の分析，自己の理解 11.5% 15.0% 9.7% 7.9% 12.5% 5.3% 14.5% 17.4% 13.1%

4 発信と傾聴，プレゼンテーション 5.4% 6.0% 5.0% 2.8% 4.7% 1.8% 7.5% 7.2% 7.6%

5 時間等の計画，自己管理 4.6% 4.5% 4.6% 2.8% 3.1% 2.6% 6.1% 5.8% 6.2%

6 意思決定，自己主張 4.3% 5.3% 3.9% 5.6% 9.4% 3.5% 3.3% 1.4% 4.1%

7 協働力，協調性 4.1% 3.0% 4.6% 2.2% 4.7% 0.9% 5.6% 1.4% 7.6%

8 主体的態度，意欲 3.8% 3.8% 3.9% 3.4% 4.7% 2.6% 4.2% 2.9% 4.8%

9 学習のメタ認知，学習経験 3.6% 2.3% 4.2% 2.8% 3.1% 2.6% 4.2% 1.4% 5.5%

10 自ら実行する力，行動力 3.6% 4.5% 3.1% 2.8% 6.3% 0.9% 4.2% 2.9% 4.8%

11 人間の社会的・文化的関係性の構築 3.6% 3.0% 3.9% 1.7% 0.0% 2.6% 5.1% 5.8% 4.8%

12 規範性，倫理，責任感，自律心 3.6% 3.0% 3.9% 2.8% 3.1% 2.6% 4.2% 2.9% 4.8%

13 読み書き能力，言語能力 3.6% 3.8% 3.5% 2.2% 4.7% 0.9% 4.7% 2.9% 5.5%

14 リーダーシップ 3.3% 4.5% 2.7% 2.2% 3.1% 1.8% 4.2% 5.8% 3.4%

15 知識・情報の収集と活用 3.1% 3.0% 3.1% 2.8% 3.1% 2.6% 3.3% 2.9% 3.4%

16 基礎的なITスキル 3.1% 4.5% 2.3% 3.4% 6.3% 1.8% 2.8% 2.9% 2.8%

17 基礎的知識，常識，教養 3.1% 1.5% 3.9% 2.2% 3.1% 1.8% 3.7% 0.0% 5.5%

18 専門的知識 2.8% 3.0% 2.7% 3.4% 6.3% 1.8% 2.3% 0.0% 3.4%

19 ストレスコントロール 2.8% 1.5% 3.5% 2.2% 1.6% 2.6% 3.3% 1.4% 4.1%

20 数学的思考，数量的能力 2.8% 1.5% 3.5% 1.7% 3.1% 0.9% 3.7% 0.0% 5.5%

21 コミュニケーション 2.6% 0.8% 3.5% 1.7% 1.6% 1.8% 3.3% 0.0% 4.8%

22 課題の発見，解決 2.3% 3.0% 1.9% 1.1% 1.6% 0.9% 3.3% 4.3% 2.8%

23 自文化理解，公共心，市民性 2.3% 0.8% 3.1% 1.7% 1.6% 1.8% 2.8% 0.0% 4.1%

24 世界や日本の動き，多様性の理解 2.3% 3.0% 1.9% 3.9% 3.1% 4.4% 0.9% 2.9% 0.0%

25 柔軟性，状況適応性 2.0% 1.5% 2.3% 1.1% 1.6% 0.9% 2.8% 1.4% 3.4%

26 論理的，批判的，戦略的な思考 1.8% 0.0% 2.7% 0.6% 0.0% 0.9% 2.8% 0.0% 4.1%

27 創造的思考，企画力，革新性 1.8% 1.5% 1.9% 1.1% 1.6% 0.9% 2.3% 1.4% 2.8%

28 体力，健康，元気さ 1.5% 1.5% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 2.8% 2.9% 2.8%

注) 10%以上の項目を灰色塗とした

成績 偏差値50以上 偏差値50未満
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表 4-5 就活経験学生が身につけたと自己認識した能力の出現率  

（列 B：キャリア開発授業以外の授業）（出所：筆者作成）  

 

 

たのは，列 B1 の 1 行目の「キャリアプランニング（14.5%）」だった．しかしこれは列

A1 ほど高い値ではなかった．また列 A で自己認識が高かった「キャリアプランニン

グ」「礼儀，マナー」「自己の分析，自己の理解」において，列 A2～列 A8 と列 B2～列

B8 を比較すると列 A のほうが自己認識の高い傾向にあった（表 4-5）．  

B1 B2 B3 B4 B5 B6 B7 B8 B9

全体
成績

良い

成績

良く

ない

全体
成績

良い

成績

良く

ない

全体
成績

良い

成績

良く

ない

1 キャリアプランニング 14.5% 16.5% 13.5% 13.5% 15.6% 12.3% 15.4% 17.4% 14.5%

2 礼儀，マナー 7.7% 6.8% 8.1% 5.6% 7.8% 4.4% 9.3% 5.8% 11.0%

3 自己の分析，自己の理解 9.2% 10.5% 8.5% 6.7% 9.4% 5.3% 11.2% 11.6% 11.0%

4 発信と傾聴，プレゼンテーション 10.5% 10.5% 10.4% 7.9% 9.4% 7.0% 12.6% 11.6% 13.1%

5 時間等の計画，自己管理 6.1% 6.0% 6.2% 4.5% 7.8% 2.6% 7.5% 4.3% 9.0%

6 意思決定，自己主張 3.8% 1.5% 5.0% 3.4% 3.1% 3.5% 4.2% 0.0% 6.2%

7 協働力，協調性 6.1% 5.3% 6.6% 6.2% 3.1% 7.9% 6.1% 7.2% 5.5%

8 主体的態度，意欲 4.3% 3.8% 4.6% 3.9% 3.1% 4.4% 4.7% 4.3% 4.8%

9 学習のメタ認知，学習経験 8.9% 7.5% 9.7% 6.2% 6.3% 6.1% 11.2% 8.7% 12.4%

10 自ら実行する力，行動力 5.9% 4.5% 6.6% 4.5% 4.7% 4.4% 7.0% 4.3% 8.3%

11 人間の社会的・文化的関係性の構築 5.9% 5.3% 6.2% 6.2% 7.8% 5.3% 5.6% 2.9% 6.9%

12 規範性，倫理，責任感，自律心 5.1% 3.8% 5.8% 5.1% 6.3% 4.4% 5.1% 1.4% 6.9%

13 読み書き能力，言語能力 2.6% 0.8% 3.5% 1.7% 0.0% 2.6% 3.3% 1.4% 4.1%

14 リーダーシップ 4.8% 3.8% 5.4% 3.9% 3.1% 4.4% 5.6% 4.3% 6.2%

15 知識・情報の収集と活用 6.1% 6.8% 5.8% 3.4% 4.7% 2.6% 8.4% 8.7% 8.3%

16 基礎的なITスキル 8.7% 8.3% 8.9% 7.9% 6.3% 8.8% 9.3% 10.1% 9.0%

17 基礎的知識，常識，教養 2.6% 1.5% 3.1% 2.2% 0.0% 3.5% 2.8% 2.9% 2.8%

18 専門的知識 7.7% 6.8% 8.1% 5.6% 7.8% 4.4% 9.3% 5.8% 11.0%

19 ストレスコントロール 7.1% 4.5% 8.5% 7.9% 4.7% 9.6% 6.5% 4.3% 7.6%

20 数学的思考，数量的能力 2.6% 3.0% 2.3% 1.7% 3.1% 0.9% 3.3% 2.9% 3.4%

21 コミュニケーション 5.6% 5.3% 5.8% 6.2% 3.1% 7.9% 5.1% 7.2% 4.1%

22 課題の発見，解決 6.6% 3.0% 8.5% 4.5% 3.1% 5.3% 8.4% 2.9% 11.0%

23 自文化理解，公共心，市民性 7.4% 4.5% 8.9% 7.3% 6.3% 7.9% 7.5% 2.9% 9.7%

24 世界や日本の動き，多様性の理解 8.7% 12.8% 6.6% 10.1% 15.6% 7.0% 7.5% 10.1% 6.2%

25 柔軟性，状況適応性 4.8% 3.0% 5.8% 5.1% 3.1% 6.1% 4.7% 2.9% 5.5%

26 論理的，批判的，戦略的な思考 5.6% 3.0% 6.9% 5.6% 6.3% 5.3% 5.6% 0.0% 8.3%

27 創造的思考，企画力，革新性 4.8% 5.3% 4.6% 4.5% 4.7% 4.4% 5.1% 5.8% 4.8%

28 体力，健康，元気さ 2.6% 2.3% 2.7% 0.6% 1.6% 0.0% 4.2% 2.9% 4.8%

注) 10%以上の項目を灰色塗とした

成績 偏差値50以上 偏差値50未満
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表 4-6 キャリア開発授業（列 A）とキャリア開発授業以外の授業（列 B）の出現率

（列 D：ΔA-B で計算される差分）（出所：筆者作成）  

 

 

さらに列 D 全体を観察すると，特徴的だったのは「礼儀，マナー」だった．「礼儀，

マナー」は成績良い群（列 D2 の 2 行目）で 12.0%，偏差値 50 未満かつ成績良い群（列

D8 の 2 行目）で 21.7%を中心に，キャリア開発授業を通じて能力を身につけた自己認

識が高くなった（表 4-6）．  

  

D1 D2 D3 D4 D5 D6 D7 D8 D9

全体
成績

良い

成績

良く

ない

全体
成績良

い

成績

良く

ない

全体
成績

良い

成績

良く

ない

1 キャリアプランニング 5.4% 4.5% 5.8% 2.8% 3.1% 2.6% 7.5% 5.8% 8.3%

2 礼儀，マナー 4.6% 12.0% 0.8% 0.0% 1.6% -0.9% 8.4% 21.7% 2.1%

3 自己の分析，自己の理解 2.3% 4.5% 1.2% 1.1% 3.1% 0.0% 3.3% 5.8% 2.1%

4 発信と傾聴，プレゼンテーション -5.1% -4.5% -5.4% -5.1% -4.7% -5.3% -5.1% -4.3% -5.5%

5 時間等の計画，自己管理 -1.5% -1.5% -1.5% -1.7% -4.7% 0.0% -1.4% 1.4% -2.8%

6 意思決定，自己主張 0.5% 3.8% -1.2% 2.2% 6.3% 0.0% -0.9% 1.4% -2.1%

7 協働力，協調性 -2.0% -2.3% -1.9% -3.9% 1.6% -7.0% -0.5% -5.8% 2.1%

8 主体的態度，意欲 -0.5% 0.0% -0.8% -0.6% 1.6% -1.8% -0.5% -1.4% 0.0%

9 学習のメタ認知，学習経験 -5.4% -5.3% -5.4% -3.4% -3.1% -3.5% -7.0% -7.2% -6.9%

10 自ら実行する力，行動力 -2.3% 0.0% -3.5% -1.7% 1.6% -3.5% -2.8% -1.4% -3.4%

11 人間の社会的・文化的関係性の構築 -2.3% -2.3% -2.3% -4.5% -7.8% -2.6% -0.5% 2.9% -2.1%

12 規範性，倫理，責任感，自律心 -1.5% -0.8% -1.9% -2.2% -3.1% -1.8% -0.9% 1.4% -2.1%

13 読み書き能力，言語能力 1.0% 3.0% 0.0% 0.6% 4.7% -1.8% 1.4% 1.4% 1.4%

14 リーダーシップ -1.5% 0.8% -2.7% -1.7% 0.0% -2.6% -1.4% 1.4% -2.8%

15 知識・情報の収集と活用 -3.1% -3.8% -2.7% -0.6% -1.6% 0.0% -5.1% -5.8% -4.8%

16 基礎的なITスキル -5.6% -3.8% -6.6% -4.5% 0.0% -7.0% -6.5% -7.2% -6.2%

17 基礎的知識，常識，教養 0.5% 0.0% 0.8% 0.0% 3.1% -1.8% 0.9% -2.9% 2.8%

18 専門的知識 -4.8% -3.8% -5.4% -2.2% -1.6% -2.6% -7.0% -5.8% -7.6%

19 ストレスコントロール -4.3% -3.0% -5.0% -5.6% -3.1% -7.0% -3.3% -2.9% -3.4%

20 数学的思考，数量的能力 0.3% -1.5% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% -2.9% 2.1%

21 コミュニケーション -3.1% -4.5% -2.3% -4.5% -1.6% -6.1% -1.9% -7.2% 0.7%

22 課題の発見，解決 -4.3% 0.0% -6.6% -3.4% -1.6% -4.4% -5.1% 1.4% -8.3%

23 自文化理解，公共心，市民性 -5.1% -3.8% -5.8% -5.6% -4.7% -6.1% -4.7% -2.9% -5.5%

24 世界や日本の動き，多様性の理解 -6.4% -9.8% -4.6% -6.2% -12.5% -2.6% -6.5% -7.2% -6.2%

25 柔軟性，状況適応性 -2.8% -1.5% -3.5% -3.9% -1.6% -5.3% -1.9% -1.4% -2.1%

26 論理的，批判的，戦略的な思考 -3.8% -3.0% -4.2% -5.1% -6.3% -4.4% -2.8% 0.0% -4.1%

27 創造的思考，企画力，革新性 -3.1% -3.8% -2.7% -3.4% -3.1% -3.5% -2.8% -4.3% -2.1%

28 体力，健康，元気さ -1.0% -0.8% -1.2% -0.6% -1.6% 0.0% -1.4% 0.0% -2.1%

成績 偏差値50以上 偏差値50未満
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第３節 考察と結論 

1. 考察 

分析の結果，就活経験学生が自己認識した全ての能力を教育の方式別，偏差値や学

業成績別に測定し出現率で表すことができた．すなわち能力評価項目は就活経験学生

における大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力の測定や，大学のキャリア

開発教育において個人のキャリア開発として身についた能力を教育方式別，偏差値や

学業成績別に自己認識させることを可能にした．  

そして教育の内容別に分析すると，授業外の教育諸活動での自己認識が高かった．

これはキャリア開発の授業を通じた教育の限界を示した．大学が提供した教育に対し

学生の自己認識が高い値の場合，授業が評価されたと捉えることが多いだろう．既に

述べたようにキャリア開発教育とは幅広い概念であり[102] [103]，キャリア開発教育以

外の授業や授業外の教育諸活動も含んでいる[110]．そこで本研究では敢えて教育の方

式別に分析を行ったが，これらを比較すればキャリア開発授業において学生が自己認

識した能力が低い値だったというのは授業を推進する側からすれば誠に遺憾な結果で

あった．ただそれが現時点でのキャリア開発教育の現実であり，限界なのだろう．  

昨今，大学設置基準による大学教員の FD は義務化され，その資質開発は必然的に教

員個人を超えて教授団としての取組みを必要とするものであるが，その教育的取組み

は未だ不十分であるといわれる[113]．キャリア開発教育においても本章の結果を真摯

に受けとめ，教員が教育の専門職であることを自覚し，学生に相応しいキャリア開発

授業の充実・強化を図る必要があるだろう．これらのことから能力評価項目はキャリ

ア開発教育の限界も明らかにしたといえる．  

しかしキャリア開発教育が義務化の時代において[14] [15]，キャリア開発授業が提供

していることを明らかにすることは雇用市場及び多くの教育機関に対し汎用的な視点

を提供できる意義がある．そして大学を卒業する若者全てに身につけて欲しい能力が

ある場合，授業外の教育諸活動に期待をしすぎることができないのも現実である．学

生時代の様々な活動に真剣に打ち込めるのが学生の特徴だとしても，政府の打ち出す

協働的な学びとしての授業は[111]，全ての学生が最も真剣に取り組むべきものであり

[112]，学業が何を提供しているのかを明らかにする意義はここにある．そこでキャリ
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ア開発授業，キャリア開発授業以外の授業，授業外の教育諸活動の比較をして値の高

低を観察するだけでなく，それぞれの能力間で値の高低をみる必要があり，特に本章

においてはキャリア開発授業を通じて身につけた自己認識を観察することが必要であ

った．  

このような視座に立ち，キャリア開発授業における能力評価項目の観察を行うと「キ

ャリアプランニング」「礼儀，マナー」「自己の分析，自己の理解」の自己認識が高かっ

た．このことはキャリア開発授業における教育効果を可視化し，これらの能力を指導

内容として捉え，今後のキャリア開発教育として取り扱う意義を示した．  

さらにキャリア開発授業の特徴をより詳細に観察したところ，キャリア開発授業に

おいて自己認識の高かった能力として偏差値 50 未満を中心に「礼儀，マナー」が特徴

的に出現し，「礼儀，マナー」を今後の偏差値 50 未満を中心としたキャリア開発教育

として取り扱う意義を示した．  

 

2. 結論 

本章の目的は，就活経験学生に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身についた

と自己認識した能力を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって就活経験学

生のキャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキ

ャリア開発教育のための能力評価項目を提案できる実証を得ることであった．  

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，全国の就活経験学生 392 人に対し

Web による匿名自記式調査によって，キャリア開発教育を通じて自己認識した能力を

尋ねた．分析の観点として教育の方式を三分類し，属性として偏差値と学業成績を設

定した．  

その結果，就活経験学生が自己認識した全ての能力を教育の方式別，偏差値や学業

成績別に測定し出現率で表すことができた．すなわち能力評価項目は就活経験学生に

おける大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力の測定や，大学のキャリア開

発教育において個人のキャリア開発として身についた能力を教育方式別，偏差値や学

業成績別に自己認識させることを可能にした．そして教育の内容別に分析すると，授

業外の教育諸活動での自己認識が高く，これはキャリア開発の授業を通じた教育の限

界を示した．すなわち能力評価項目はキャリア開発教育の限界も明らかにした．  
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しかしキャリア開発教育が義務化の時代においてキャリア開発授業が何を提供して

いるのかを明らかにする意義から，キャリア開発授業における能力評価項目の観察を

行うと「キャリアプランニング」「礼儀，マナー」「自己の分析，自己の理解」の自己認

識が高かった．さらにキャリア開発授業の特徴として偏差値 50 未満の大学を中心に

「礼儀，マナー」が高かった．このことはキャリア開発授業における教育効果を可視化

し，これらの能力を指導内容として捉え，今後のキャリア開発教育として取り扱う意

義を示した．  

 以上より，就活経験学生に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身についたと自

己認識した能力を能力評価項目で測定し，その測定によって就活経験学生のキャリア

開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにしたことで，大学のキャリア開発教

育のための能力評価項目として提案できる実証を得ることができた．  
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第 5 章 

就活経験学生の内定獲得結果 
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的 

 第 3 章では教育初期における大学生を対象とした大学のキャリア開発授業において，

第 4 章では就活経験学生を対象とした大学のキャリア開発教育において自己認識した

能力を第 2 章で作成した能力評価項目で測定し，その測定によって就活経験学生のキ

ャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにしたことで，大学のキャリア

開発教育のための能力評価項目として提案できる実証を得ることができた．これらは

大学生の「自己認識」の測定により行われたものであった．  

では「自己認識」に対し「他者認識」はどうだろうかという問いが生まれた．   

そこで本章の目的は，キャリア開発教育への他者認識を観察することであり，その

ためにキャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識がある就活経験学生が企

業から内定獲得ができたのかを観察することで，自己認識と内定獲得の関係を捉える

ことである．  

 

2. 研究の方法 

研究の方法として Web による匿名自記式調査を実施した．  

調査対象者は在学中に就活経験を持ち，2022 年 3 月に卒業し同年 4 月の勤務開始を

予定する大学 4 年生とし，第 4 章と同様に就活経験学生と呼称した．対象者への説明

としてアンケートの冒頭に本研究で規定したキャリア開発教育の定義を引用して記載

した（Box5-1）．調査期間は 2021 年 12 月 2～5 日とし，予定回収数は母数の許容誤差

を 5％に収めるため 400 サンプルを設定した．  

質問は「キャリア開発教育で能力を身につけたか答えてください」「内定の状況を答

えてください」とし，属性として性別，大学名，学業成績を尋ねた．大学名は第 4 章と

同じ方法で偏差値に変換した（表 5-1）．  

分析としてキャリア開発授業を通じて能力を身につけたと自己認識した就活経験学

生の内定獲得割合について，全体・偏差値別・成績別に独立性の検定（χ2 検定）を行っ

た．その際，「身につけた」= 1，「身につけなかった」= 0，「内定あり」= 1，「内定なし」

= 0，「50 以上」= 1，「50 未満」= 0 とダミー化し，学業成績は「良い」= 1，「良くない」
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= 0 とダミー化した．  

 

Box5-1 対象者への説明（出所：筆者作成）  

 

表 5-1 質問とダミー（出所：筆者作成）  

 

 

 

第２節 結果と分析 

1. 基本統計量 

調査の結果，基本統計量として 19 サンプルは欠損値で除外し，有効回答数は 392 サ

ンプルだった（表 5-2）．  

 

2. 独立性の検定（全体）  

キャリア開発教育で能力を身につけた自己認識と内定獲得の有無における独立性の

検定（χ2 検定）を行った（表 5-3）．  

その結果，全体では有意な差（χ2(1) = 10.40, p < .01）があった．残差分析は内定有り

かつ自己認識有り，内定無しかつ自己認識無しで共に調整済み残差が  3.35 となり，プ

ラスに有意であるといえた．  

調査項目 質問文 回答／変換ダミー

学生の自己認識
キャリア開発教育で能力を身につけたか答えて

ください．

身につけた=1

身につけなかった=0

内定獲得の有無 内定の状況を答えてください． 内定あり=1, 内定なし=0

性別 性別を答えてください． 男性=1, 女性=0

偏差値 大学名を答えてください． 50以上=1, 50未満 =0

学業成績 学業成績を答えてください． 良い=1, 良くない=0

大学のキャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャリ

ア開発を連続的に行うことを促す教育です．  

そのことを理解した上で，調査の回答に答えてください．  

また，内定の状況は調査時点での状況を答えてください．  
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表 5-2 基本統計量（出所：筆者作成）  

 

 

3. 独立性の検定（偏差値と学業成績） 

独立性の検定（χ2 検定）を偏差値別と学業成績別でも行った（表 5-4，表 5-5）．  

その結果，偏差値別では 50 未満群で有意な差があったが（χ2(1) = 18.37, p < .01），50

以上群は有意な差は得られなかった（χ2(1) = .53, n.s.）．50 未満群の残差分析をみると，

自己認識有りかつ内定有り，自己認識無しかつ内定無しで共に調整済み残差が  4.49 と，

プラスに有意であるといえた．  

学業成績別では成績良くない群で有意な差があったが（χ2(1) = 8.43, p < .01），学業成

績良い群は有意な差は得られなかった（χ2(1) =1.73, n.s.）．学業成績良くない群の残差

分析は自己認識有りかつ内定有り，自己認識無しかつ内定無しで，共に調整済み残差

が 3.05 と，プラスに有意であるといえた．  

 

表 5-3 χ2 検定（全体）（出所：筆者作成）  

 

計 χ2

200

(3.35) ** (-3.35) **

192

(-3.35) ** (3.35) **

計 392
**p <.01, カッコ内の数値は調整済み残差

全体

内定あり
173 27

χ2(1)=

10.40,

p <.01
313 79

内定なし
140 52

自己認識あり 自己認識なし

調査項目 分類 人数 割合 標準偏差

男性 95 .24

女性 297 .76

50以上 178 .45

50未満 214 .55

良い 133 .34

良くない 259 .66

身につけた 313 .80

身につけなかった 79 .20

内定有り 200 .51

内定無し 192 .49

.50

内定獲得の有無 .40

.43

偏差値 .50

学業成績 .47

性別

能力を身につけた

自己認識



64 

 

 

表 5-4 χ2 検定（偏差値）（出所：筆者作成）  

 

 

表 5-5 χ2 検定（学業成績）（出所：筆者作成） 

 

 

 

第３節 考察と結論 

1. 考察 

分析の結果，キャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識がある就活経験

学生は，偏差値 50 未満と学業成績が良くない学生を中心に内定の獲得率が高くなり，

キャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識と内定の獲得には関係があると

いえた．  

先行研究によれば，偏差値の低い大学ほどキャリア開発の高揚に寄与する教育活動

計 χ
2

95

83

計 178

105

(4.49) ** (-4.49) **

109

(-4.49) ** (4.49) **

計 214
**p <.01, カッコ内の数値は調整済み残差

内定なし
83 26

102 3
χ

2
(1)=

18.37,

p <.01
185 29

偏差値

50未満

内定あり

128 50

偏差値

50以上

自己認識あり 自己認識なし

内定なし
57 26

内定あり
71 24

χ
2
(1)

=.53 ,n.s.

計 χ
2

65

68

計 112 21 133

135

(3.05) ** (-3.05) **

124

(-3.05) ** (3.05) **

計 259
**p <.01, カッコ内の数値は調整済み残差

χ
2
(1)=

8.43,

p <.01
内定なし

201 58

学業

成績

良く

ない

内定あり
115 20

86 38

58

自己認識なし自己認識あり

χ
2
(1)

=1.73

,n.s.
内定なし

7
学業

成績

良い

内定あり

54 14
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を熱心に行っている[114] [115]．そのような大学にとってキャリア開発教育は教育上の

特徴であり，大学は学生募集という大学経営のための出口の強化策としても重視して

いる[114] [115]．また偏差値の足りない入学希望者にとってもキャリア開発教育の充実

した大学は，偏差値と別の指標として大学進学を決断する有益な材料 となっている

[116]．そのため学生が集まらない大学にとってキャリア開発教育を通じた企業からの

内定獲得の効果はより高い効果が求められる．ゆえに本章でもこれらの先行研究を改

めて確認する結果となった．  

さらに学業成績がキャリア開発に与える影響について，梅崎他[117]は学業成績が就

活の結果に対して正の効果を持つのは非難関大学における内定獲得の有無であると述

べた．一方，本章では学業成績にかかわらずキャリア開発教育を通じて能力を身につ

けた自己認識が内定獲得と関係しており，これらの先行研究を一部支持しない結果と

なった．  

 

2. 結論 

本章の目的は，キャリア開発教育への他者認識を観察することであり，そのために

キャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識がある就活経験学生が企業から

内定獲得ができたのかを観察することで，自己認識と内定獲得の関係を捉えることで

あった．  

研究の方法として全国の就活経験学生 392 人に対し Web による匿名自記式調査によ

って，キャリア開発教育を通じて能力を身につけたと自己認識した就活経験学生の内

定獲得割合について，全体・偏差値別・成績別に独立性の検定（χ2 検定）を行った．  

その結果，キャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識がある就活経験学

生は，偏差値 50 未満と成績が良くない学生を中心に内定の獲得率が高く，キャリア開

発教育を通じて能力を身につけた自己認識と内定の獲得には関係があるといえた．  

以上より，キャリア開発教育への他者認識として，キャリア開発教育を通じて能力

を身につけた自己認識と内定獲得の関係を捉えることができた． 
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第 6 章 

新卒採用担当者の認識 
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的 

 第 5 章ではキャリア開発教育への他者認識として，キャリア開発教育を通じて能力

を身につけた自己認識と企業からの内定獲得の関係を捉えることができた．  

では，企業の代理変数として存在し，就活経験学生に対し内定を出す新卒採用担当

者は，大学のキャリア開発教育を通じて身についた能力や大学生のキャリア開発の様

相とキャリア開発教育の効果をどのように認識しているのかという問いが生まれた．  

そこで本章の目的は，新卒採用担当者に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身

につけてほしいと認識した能力を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって

大学生のキャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学

のキャリア開発教育のための能力評価項目を提案できる実証を得ることである．  

 

2. 研究の方法 

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，Web による匿名自記式調査を実施

した．  

調査対象者は自身も４年制大学を卒業し，4 年制大学生に対する新卒一括採用の業

務経験が 5 年以上ある者とした．対象者への説明として調査票冒頭に本研究で規定し

たキャリア開発教育の定義を引用して記載した（Box6-1）．調査期間は 2022 年 12 月

12～14 日とし，予定回収数は母数の許容誤差を 5％に収めるため 400 サンプルを設定

した．  

 

Box6-1 対象者への説明（出所：筆者作成）  

 

大学のキャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャリ

ア開発を連続的に行うことを促す教育です．  

そのことを理解した上で，調査の回答に答えてください．  

また，この調査で尋ねる「新卒採用で求める能力」は一括雇用採用の際に求める能

力を，「大学のキャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力」は職業生活をふ

まえて身につけてほしい能力を，それぞれ答えてください．  
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質問は新卒採用担当者の認識を得るため「新卒採用で求める能力を答えてください」

「大学のキャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力を答えてください」とし，

属性として性別，年齢，雇用形態を尋ねた．  

質問の意図を述べる．キャリア教育や若者のキャリア開発に関する先行研究の中で

は「新卒採用で求める能力」を説明変数に，企業からの内定獲得を目的変数にそれぞれ

設 定 し ， そ の 関 係 性 を 分 析 す る こ と が 頑 健 な 研 究 方 法 と し て 存 在 し て い る

[97][116][117][118][119][120][121][122] [123] [124]．そこで本章でも先行研究を支持し，

それらの関係について観察を行うものである．一方，「大学のキャリア開発教育を通じ

て身につけてほしい能力」は，就活の一時点のキャリア開発だけでなく卒後の職業生

活をも踏まえた連続的なキャリア開発を観察するための質問であり，これは本研究で

独自に設定する質問である．  

分析は，各能力の観察とともに 2 つの能力の差分をとり，その比較によって「大学

のキャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力」の特徴を観察する．各能力につ

いては 4 件法で尋ね，表のようにダミー化した（表 6-1）．その他，属性も表のように

ダミー化した．  

 

 表 6-1 質問とダミー（出所：筆者作成）  

 

 

第２節 結果と分析 

1. 基本統計量と結果の表し方  

調査項目 質問文 回答／変換ダミー

求める能力
新卒採用で求める能力を答えてく

ださい．

求める=4, やや求める=3, あまり求めない

=2, 求めない=1

身につけてほし

い能力

大学のキャリア開発教育を通じて

身につけてほしい能力を答えてく

ださい．

身につけてほしい=4, やや身につけてほし

い=3, あまり身につけてほしいわけではな

い=2, 身につけてほしいわけではない=1

性別 性別を答えてください． 男性=1, 女性=0

年齢 年齢を答えてください． 20-30代=1，40-50代=2，60代以上=3

雇用形態 雇用形態を答えてください． 正規雇用=1, 非正規雇用=0
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 調査の結果，基本統計量として 20 サンプルは欠損値で除外し，有効回答数は 420 人  

（平均年齢 54.37 歳，SD =10.69）となった（表 6-2）．なお新卒採用担当者は大学生の

能力を見極める力を同一に持ち合わせていると考え，属性間の観察はしなかった．  

能力についての結果は度数分布で表した．中点を 2.5 として解釈し，列 A に「大学

のキャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力」を，列 B に「新卒採用で求めた

能力」を設定し，列 C に差分 Δ（A－B）を設定し，列 A の度数分布の昇順にソートし，

それぞれの数値を観察した．  

 

表 6-2 基本統計量（出所：筆者作成）  

 

2. 度数分布の全体平均値 

新卒採用担当者が認識した能力の度数分布について列 A，列 B，列 C の全体平均値

を観察した（表 6-3）．その結果，全ての列で度数分布が存在した．また列 A と列 B

においていずれも中点（2.5）以上となり，列 A と列 B を比較すると，列 A のほうが

高かった（Δ.19）．  

 

表 6-3 度数分布の全体平均値（出所：筆者作成） 

 

 

A B C

キャリア開発

教育を通じて

身につけてほ

しい能力

新卒採用で

求める能力

差分

Δ（A－B）

平均値 3.27 3.08 .19

調査項目 分類 人数 平均 標準偏差

男性 204

女性 204

22-23歳 118

24-25歳 192

26歳以上 98

正規雇用 347

非正規雇用 61
雇用形態 .85 .36

性別 .50 .50

年齢 1.95 .73
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3. 各能力の度数分布と差分 

各能力を観察したところ，新卒採用担当者が認識した全ての能力の度数分布を測定

し度数分布で表すことができた（表 6-4）．  

そして列 A と列 B をみると５行目の「体力，健康，元気さ（A:3.53，B: 3.54）」以外

は，列 A のほうが列 B の度数分布よりも総じて高い傾向にあった．また認識が高かっ

た能力を列 A と列 B を比較しながら観察すると，1，2，3 行目で能力が一致し，順に

「礼儀，マナー（A:3.77, B: 3.66）」「コミュニケーション（A:3.69, B: 3.64）」「協働力，

協調性（A:3.68, B: 3.59）」となった．  

さらに差分の大きかった項目は，列 C で 20 行目の「基礎的な IT スキル（Δ.42）」，

28 行目の「キャリアプランニング（Δ.40）」，26 行目の「世界や日本の動き，多様性の

理解（Δ.39）」だった．一方，差分の小さかった項目は 5 行目の「体力，健康，元気さ

（Δ-.01）」，11 行目の「規範性，倫理，責任感，自律心（Δ.03）」，2 行目の「コミュニケ

ーション（Δ.05）」，8 行目の「主体的態度・意欲（Δ.06）」だった．  

 

 

第３節 考察と結論 

1. 考察 

分析の結果，新卒採用担当者が認識した大学のキャリア開発教育を通じて身につけ

てほしい全ての能力と新卒採用で求める全ての能力を測定し，度数で表すことができ

た．すなわち能力評価項目は新卒採用担当者における大学のキャリア開発教育を通じ

て身につけてほしい能力の測定や，大学のキャリア開発教育において個人のキャリア

開発として身につけてほしい能力を新卒採用担当者に認識させることを可能にした．  

また新卒採用担当者は，新卒採用で求める能力よりも大学のキャリア開発教育を通

じて身につけてほしい能力の認識が高かった．このことについて能力評価項目は，就

活の一時点のキャリア開発だけでなく卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャリア

開発を評価する新卒採用担当者の認識を明らかにした．  

 さらに能力評価項目別では，「礼儀，マナー」「コミュニケーション」は新卒採用担当  
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表 6-4 新卒採用担当者が身につけてほしいと認識した能力の度数分布 

（出所：筆者作成）  

 

 

者にとって，新卒採用で求める能力と大学のキャリア開発教育で身につけてほしい能

力のいずれにおいても高い認識があることがわかった．一方，「基礎的な IT スキル」

「キャリアプランニング」「世界や日本の動き，多様性の理解」などは，新卒採用担当

A B C

キャリア開発

教育を通じて

身につけて

ほしい能力

新卒採用で

求める能力

差分

Δ（A－B）

1 礼儀，マナー 3.77 3.66 .11

2 コミュニケーション 3.69 3.64 .05

3 協働力，協調性 3.68 3.59 .09

4 人間の社会的・文化的関係性の構築 3.54 3.36 .18

5 体力，健康，元気さ 3.53 3.54 -.01

6 柔軟性，状況適応性 3.49 3.35 .14

7 基礎的知識，常識，教養 3.48 3.39 .09

8 主体的態度・意欲 3.44 3.38 .06

9 読み書き能力，言語能力 3.44 3.34 .09

10 時間等の計画，自己管理 3.42 3.27 .15

11 規範性，倫理，責任感，自律心 3.39 3.36 .03

12 自ら実行する力，行動力 3.32 3.25 .07

13 課題の発見，解決 3.31 3.07 .24

14 ストレスコントロール 3.27 3.04 .23

15 意思決定，自己主張 3.27 3.10 .17

16 知識・情報の収集と活用 3.20 2.85 .36

17 自己の分析，自己の理解 3.18 3.00 .19

18 創造的思考，企画力，革新性 3.16 2.89 .27

19 発信と傾聴，プレゼンテーション 3.16 2.93 .23

20 基礎的なITスキル 3.15 2.73 .42

21 論理的，批判的，戦略的な思考 3.14 2.95 .19

22 リーダーシップ 3.12 2.88 .24

23 数学的思考，数量的能力 3.05 2.89 .17

24 専門的知識 3.02 2.72 .29

25 自文化理解，公共心，市民性 2.89 2.60 .29

26 世界や日本の動き，多様性の理解 2.87 2.49 .39

27 学習のメタ認知，学習経験 2.85 2.55 .30

28 キャリアプランニング 2.79 2.39 .40

注) 本文で言及した上位2項目を灰色塗とした
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者にとって新卒採用で求める能力としての優先度が低いこともわかった．これらの結

果から，能力評価項目によってキャリア開発教育効果を可視化した．  

このような新卒採用担当者の認識については先行研究でも度々指摘されている．例

えば花田他[125]は大学の提供するキャリア開発教育がどれほど素晴らしい教育であっ

たとしても，企業や雇用市場が求めている能力や人材像を考慮した教育は決して多く

ないと述べている．しかし本章で認識された「礼儀，マナー」「コミュニケーション」

は，大学生が就活を含む連続的なキャリア開発を行う際に企業や雇用市場から継続的

に求められている能力であり，これらの能力を指導内容として捉え，今後のキャリア

開発教育として取り扱う意義を示した．  

 

2. 結論 

 本章の目的は，新卒採用担当者に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身につけ

てほしいと認識した能力を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって大学生

のキャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャ

リア開発教育のための能力評価項目を提案できる実証を得ることであった． 

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，大学生の新卒一括採用の業務経験

が 5 年以上ある新卒採用担当者 420 人に対し Web による匿名自記式調査によって，新

卒採用で求める能力と大学のキャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力を尋ね

た． 

その結果，新卒採用担当者が認識した新卒採用で求める能力と大学のキャリア開発

教育を通じて身につけてほしい能力を測定し度数で表すことができた．すなわち能力

評価項目は新卒採用担当者における大学のキャリア開発教育を通じて身につけてほし

い能力の測定や，大学のキャリア開発教育において個人のキャリア開発として身につ

けてほしい能力を認識させることを可能にした．  

また新卒採用担当者は，新卒採用で求める能力よりも大学のキャリア開発教育を通

じて身につけてほしい能力の認識が高く，能力評価項目は，就活の一時点のキャリア

開発だけでなく卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャリア開発を評価する新卒採

用担当者の認識を明らかにした．  

さらに能力評価項目別では，「礼儀，マナー」「コミュニケーション」は新卒採用担当
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者にとって，新卒採用で求める能力とキャリア開発教育で身につけてほしい能力のい

ずれにおいても高い認識があることがわかり，能力評価項目はキャリア教育における

教育効果の可視化をし，これらの能力は大学生が就活を含む連続的なキャリア開発を

行う際に企業や雇用市場から継続的に求められている能力であり，指導内容として捉

え，今後のキャリア開発教育として取り扱う意義を示した．  

以上より，新卒採用担当者に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身につけてほ

しいと認識した能力を評価項目で測定し，その測定によって大学生のキャリア開発の

様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発教育のた

めの能力評価項目として提案できる実証を得ることができた． 
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第 7 章 

新社会人の自己認識 
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第１節 目的と方法 

1. 問いと目的 

第 3 章，第 4 章で大学生の自己認識を，第 5 章，第 6 章で他者認識として企業から

の評価について論じてきた．では，個人の連続的なキャリア開発を考える時に，大学を

卒業後，企業に入社した新社会人は大学のキャリア開発教育を通じて身についた能力

や個人のキャリア開発の様相とキャリア開発教育の効果をどのように自己認識してい

るのかという問いが生まれた．  

そこで本章の目的は，新社会人に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身につけ

た能力を作成した能力評価項目で測定し， その測定によって新社会人のキャリア開発

の様相とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発教育の

ための能力評価項目を提案できる実証を得ることである．  

 

2. 新社会人の定義 

新社会人の定義について述べる．厚生労働省では入社 1～3 年目の社員を「若手社員」

と呼んでいる[126] [127] [128]．厚生労働省認可の CO･OP 学生総合共済においては「大

学卒業後の 30 歳までの若者」を「新社会人」と呼んでいる[129]．経済産業省（以下，

経産省）[130]は「新入社員」という用語を「新卒採用された 18～26 歳までの若者」と

し，高校卒業者も含んだ用語としている．一方，キャリア開発教育に関連する先行研究

をレビューすると近似の若者群について「新社会人」と呼ぶことが頑健な結論として

ある[6] [131] [132] [133] [134] [135] [136] [137]．すなわち学術的な議論においては「新

社会人」という呼び方が慣例となっているといえる．  

また対象者の最終学歴という点において本研究は 4 年制大学を卒業した者に焦点を

充てるが，短期大学卒業者，大学院修了者は 4 年制大学を卒業した者と教育の達成内

容及び修業年限が異なり[138]，身につける能力も異なる．そのため研究対象者として

短期大学卒業者，大学院修了者は含まないことにする．  

以上より，本章では研究対象者に「新社会人」という用語を用い，その定義として

「新卒者として企業に正社員採用された男女 30 歳以内，入社 1～3 年目の社員であり，

4 年制大学を卒業した若者」と設定する．  
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3. 研究の方法 

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，Web による匿名自記式調査を実施

した．  

 調査対象者は上記で定義した新社会人である．対象者への説明として調査票冒頭に

本研究で規定したキャリア開発教育の定義を引用して記載した（Box7-1）．調査期間は

2022 年 8 月 1～4 日とし，予定回収数は母数の許容誤差を 5％に収めるため 400 サンプ

ルを設定した．  

 

Box7-1 対象者への説明（出所：筆者作成）  

 

質問は新社会人の認識を得るため「新卒採用で求められた能力を答えてください」

「大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力を答えてください」とし，属性と

して性別，年齢，雇用形態を尋ねた．質問の意図としては第 6 章と同様である．  

 そして分析は各能力の観察と，2 種の能力の差分をとり比較によって「大学のキャリ

ア開発教育を通じて身につけた能力」の特徴を観察する．各能力については 4 件法で

尋ね，表のようにダミー化した（表 7-1）．その他，属性も表のようにダミー化した． 

 

 

第２節 結果と分析 

1. 基本統計量と結果の表し方  

調査の結果，基本統計量として 32 サンプルは欠損値で除外し，有効回答数は 408 人

（平均年齢 24.42 歳，SD =1.42）となった（表 7-2）．なお新社会人は新卒一括雇用を

通過した者としての力を同一に持ち合わせていると考え，新卒採用担当者と同様に属

大学のキャリア開発教育とは社会的・職業的自立に向けて，個人の自律的なキャリ

ア開発を連続的に行うことを促す教育です．  

そのことを理解した上で，調査の回答に答えてください．  

また，この調査で尋ねる「新卒採用で求められた能力」は一括雇用採用の際に求め

る能力を，「大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力」は職業生活をふま

えて身につけてほしい能力を，それぞれ答えてください．  
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性表 7-1 質問とダミー（出所：筆者作成）  

 

間の観察はしなかった．  

能力についての結果は度数分布で表した．中点を 2.5 として解釈し，列 A に「大学

のキャリア開発教育を通じて身につけた能力」を，列 B に「新卒採用で求められた能

力」を設定し，列 C に差分 Δ（A－B）を設定し，列 A の度数分布の昇順にソートし，

それぞれの数値を観察した．  

 

表 7-2 基本統計量（出所：筆者作成）  

 

2. 度数分布の全体平均値 

新社会人が自己認識した能力の度数分布について列 A，列 B，列 C の全体平均値を

観察した（表 7-3）．その結果，全ての列で度数分布が存在した．また列 A と列 B に

おいていずれも中点（2.5）以上となり，列 A と列 B を比較すると，列 A のほうが高

かった（Δ -.40）．   

調査項目 分類 人数 平均 標準偏差

男性 204

女性 204

22-23歳 118

24-25歳 192

26歳以上 98

正規雇用 347

非正規雇用 61
雇用形態 .85 .36

性別 .50 .50

年齢 1.95 .73

調査項目 質問文 回答／変換ダミー

求められた

能力

新卒採用で求められた能力を答え

てください．

求められた=4, やや求められた=3, あまり

求められなかった=2, 求められなかった=1

身につけた

能力

大学のキャリア開発教育で身につ

けた能力を答えてください．

身につけた=4, やや身につけた=3, あまり

身につけなかった=2, 身につけなかった=1

性別 性別を答えてください． 男性=1, 女性=0

年齢 年齢を答えてください． 22-23歳=1, 24-25歳=2, 26歳以上=3

雇用形態 雇用形態を答えてください． 正規雇用=1, 非正規雇用=0
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表 7-3 度数分布の全体平均値（出所：筆者作成） 

 

3. 各能力の度数分布と差分 

各能力を観察したところ，新社会人が認識した全ての能力の度数分布を測定するこ

とができた（表 7-4）．  

そして列 A と列 B をみると，列 A のほうが列 B の度数分布よりも総じて低い傾向

にあった．また認識が高かった能力を列Ａと列Ｂで比較しながら観察すると，1，2，3

行目で能力が一致し，順に「時間等の計画，自己管理（A:3.06, B: 3.39）」「基礎的知識，

常識，教養（A:3.06, B:3.24）「礼儀，マナー（A:2.92, B3.38）」となった．  

さらに差分の大きかった項目は，列 C で 22 行目の「ストレスコントロール（Δ-.58）」，

15 行目の「体力，健康，元気さ（Δ-.51）」，27 行目の「キャリアプランニング（Δ-.51）」

だった．一方，差分の小さかった項目は 4 行目の「専門的知識（Δ-.12）」，2 行目の「基

礎的知識，常識，教養（Δ-.18）」，20 行目の「学習のメタ認知，学習経験（Δ-.23）」だ

った．なお，これらの差分は第 6 章の新卒採用担当者と比較すると大きかった．  

 

 

第３節 考察と結論 

1. 考察 

分析の結果，新社会人が自己認識した大学のキャリア開発教育を通じて身につけた

全ての能力と新卒採用で求められた全ての能力を測定し度数で表すことができた．す

なわち能力評価項目は新社会人における大学のキャリア開発教育を通じて身につけ た

能力の測定や，大学のキャリア開発教育において個人のキャリア開発として身につけ  

A B C

キャリア開

発教育を通

じて身につ

けた能力

新卒採用で

求められた

能力

差分

Δ（A－B）

平均値 2.76 3.15 -.40
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表 7-4 新社会人が身につけたと自己認識した能力の度数分布 

（出所：筆者作成）  

 

 

た能力を自己認識させることを可能にした．  

また新社会人は，新卒採用で求められた能力のほうが大学のキャリア開発教育を通

じて身につけた能力よりも自己認識が高く，能力評価項目は，就活の一時点のキャリ

A B C

キャリア開発

教育を通じて

身につけた能

力

新卒採用で

求められた能

力

差分

（ΔA－B）

1 時間等の計画，自己管理 3.06 3.39 -.33

2 基礎的知識，常識，教養 3.06 3.24 -.18

3 礼儀，マナー 2.92 3.38 -.46

4 専門的知識 2.92 3.03 -.12

5 協働力，協調性 2.90 3.31 -.41

6 コミュニケーション 2.86 3.32 -.46

7 人間の社会的・文化的関係性の構築 2.84 3.32 -.48

8 自己の分析，自己の理解 2.84 3.15 -.32

9 知識・情報の収集と活用 2.83 3.22 -.39

10 読み書き能力，言語能力 2.83 3.20 -.37

11 自ら実行する力，行動力 2.80 3.28 -.48

12 柔軟性，状況適応性 2.79 3.25 -.46

13 主体的態度・意欲 2.78 3.24 -.46

14 規範性，倫理，責任感，自律心 2.77 3.23 -.46

15 体力，健康，元気さ 2.77 3.28 -.51

16 意思決定，自己主張 2.77 3.19 -.42

17 課題の発見，解決 2.75 3.16 -.41

18 論理的，批判的，戦略的な思考 2.71 3.07 -.36

19 発信と傾聴，プレゼンテーション 2.70 3.13 -.43

20 学習のメタ認知，学習経験 2.70 2.93 -.23

21 創造的思考，企画力，革新性 2.67 3.06 -.38

22 ストレスコントロール 2.65 3.23 -.58

23 基礎的なITスキル 2.63 3.03 -.40

24 自文化理解，公共心，市民性 2.62 2.92 -.30

25 世界や日本の動き，多様性の理解 2.62 2.85 -.24

26 数学的思考，数量的能力 2.52 2.89 -.37

27 キャリアプランニング 2.49 2.99 -.50

28 リーダーシップ 2.39 2.83 -.44

注) 本文で言及した上位2項目を灰色塗とした．
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ア開発のほうを卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャリア開発よりも評価する新

社会人の自己認識を明らかにした．  

さらに能力評価項目別では，「時間等の計画，自己管理」「基礎的知識，常識，教養」

は新社会人にとって，新卒採用で求められた能力とキャリア開発教育で身につけた能

力のいずれにおいても高い自己認識があることがわかった．一方，「ストレスコントロ

ール」「体力，健康，元気さ」「キャリアプランニング」などは，新社会人にとって新卒

採用で求められた能力としての優先度が低いこともわかった．これらの結果から，能

力評価項目によってキャリア開発教育効果の可視化をした．  

このような新社会人の自己認識について，大学生のうちに身につけた能力と新卒採

用で求められた能力とは異なる能力であるとも予想されたが，本章で認識された「時

間等の計画，自己管理」「基礎的知識，常識，教養」は大学生が連続的なキャリア開発

を行う際に，就活時も新社会人になっても，企業や雇用市場から継続的に求められて

いる能力であるともいえ，これらの能力を指導内容として捉え，今後のキャリア開発

教育として取り扱う意義を示した．  

 

2. 結論 

 本章の目的は，新社会人に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力

を作成した能力評価項目で測定し，その測定によって新社会人のキャリア開発の様相

とキャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発教育のための

能力評価項目を提案できる実証を得ることであった．  

研究の方法として作成した能力評価項目を用い，新卒者として企業に正社員採用さ

れた男女 30 歳以内，入社 1～3 年目の社員で 4 年制大学を卒業した新社会人 408 人に

対し Web による匿名自記式調査によって「新卒採用で求められた能力」「大学のキャ

リア開発教育を通じて身につけた能力」を尋ねた．  

その結果，新社会人が認識した新卒採用で求められた能力と大学のキャリア開発教

育を通じて身につけた能力を測定し度数で表すことができた．すなわち能力評価項目

は新社会人における大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力の測定や，大学

のキャリア開発教育において個人のキャリア開発として身につけた能力を自己認識さ

せることを可能にした．  
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また新社会人は，新卒採用で求められた能力のほうが大学のキャリア開発教育を通

じて身につけた能力よりも自己認識が高く，能力評価項目は，就活の一時点のキャリ

ア開発のほうを卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャリア開発よりも評価する新

社会人の自己認識を明らかにした．  

さらに能力評価項目別では，「時間等の計画，自己管理」「基礎的知識，常識，教

養」は新社会人にとって，新卒採用で求められた能力とキャリア開発教育で身につけ

た能力のいずれにおいても高い自己認識があることがわかり，能力評価項目はキャリ

ア開発教育における教育効果の可視化をした．これらの能力は大学生が連続的なキャ

リア開発を行う際に，就活時も新社会人になっても，企業や雇用市場から継続的に求

められている能力であるともいえ，指導内容として捉え，今後のキャリア開発教育と

して取り扱う意義を示した．  

以上より，新社会人に対し，大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能力を作

成した能力評価項目で測定し，その測定によって新社会人のキャリア開発の様相とキ

ャリア開発教育の効果を明らかにすることで，大学のキャリア開発教育のための能力

評価項目を提案できる実証を得ることができた．  
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第１節 本研究の目的（再掲） 

第 1 章より本研究の課題と目的を振り返る．  

本研究の課題となる大学のキャリア教育の課題は以下の 2 つであった．  

大学のキャリア教育を通じて身につけた能力の測定がなされにくい．  

大学のキャリア教育において個人のキャリア開発の連続性が考慮されていない．  

この課題をうけて本研究の目的は，大学のキャリア開発教育を通じて身につけた能

力の測定と個人のキャリア開発の連続性を考慮し，大学のキャリア開発教育のための

能力評価項目の提案を行うことであった．  

そのために本研究の課題と取り扱う研究対象を図にした（図 1-3（再掲））．  

 

 

図 1-3（再掲） 

 本研究の課題と取り扱う研究対象（出所：下村[33]を参考に筆者作成） 

 

 

第２節 本研究の成果 

1. 能力評価項目の作成 

本研究は 1 つの文献研究と 5 つの実証研究によって大学のキャリア開発教育のため

の能力評価項目の提案を行うものであり，その成果として 5 つの成果を述べる．  
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本研究の第一の成果は能力評価項目を作成したことである（表 2-2（再掲））．作成に

あたり 3 つのステップを踏み，表に示したような 5 要因 28 の能力で構成される能力評

価項目を作成した（第 2 章）．  

 

表 2-2（再掲） 体系化された能力評価項目（出所：筆者作成）  

 

 

2. 能力の測定と観察 

本研究の第二の成果は作成した能力評価項目を用い，自己認識と他者認識による能

力を測定し観察したことである．   

個人のキャリア開発の各過程で高く認識された能力を具体的に述べる．教育初期の

大学生による伸長した能力の自己認識としては「キャリアプランニング」「学習のメタ

認知，学習経験」「基礎的知識，常識，教養」「自己の分析，自己の理解」が（第 3 章），

就活経験学生による身につけた能力の自己認識としては「キャリアプランニング」「礼

儀，マナー」「自己の分析，自己の理解」が（第 4 章），新卒採用担当者によるキャリ

ア開発教育を通じて身につけてほしい能力と新卒採用で求める能力 の認識としては

「礼儀，マナー」「コミュニケーション」が（第 6 章），新社会人によるキャリア開発

考え抜く力 チームで働く力 前に踏み出す力 専門性 アビアランス

自らの強みを強化し弱みを

補完して能力を発揮するた

めの能力

自己の多様な体験・経験や

能力と多様な人々の得意な

ものを組み合わせ，価値を

創出する能力

自己実現や社会貢献に向け

て行動し価値の創出に向け

た行動を促すための能力

国語算数，資格試験等，標

準的なテストなどを通し，

到達度が数値化可能な能力

従来は人柄や人間性という

表現や資質や態度と呼ばれ

たものであり能力の枠組み

で捉えるようになった能力

創造的思考，企画力，革新

性

発信と傾聴，プレゼンテー

ション
主体的態度 専門的知識，技能 礼儀，マナー

基礎的知識，常識，教養
ストレスコントロール，忍

耐力
課題の発見，解決 読み書き能力，言語能力 体力，健康，元気さ

論理的，批判的，戦略的な

思考
コミュニケーション 自ら実行する力，行動力 数学的思考，数量的能力

規範性，倫理，責任感，自

律心

学習のメタ認知，学習経験

★
協働力，協調性 意思決定，自己主張

基礎的なITスキル★ リーダーシップ キャリアプランニング

知識・情報の収集と活用★ 柔軟性，状況適応性

時間等の計画，自己管理★
人間の社会的・文化的関係

性の構築★

自己の分析，自己の理解★
自文化理解，公共心，市民

性★

世界や日本の動き，多様性

の理解★

注)★は体系化の際に，本研究で新たに追記した項目．
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教育を通じて身につけた能力と新卒採用で求められた能力の自己認識として「時間等

の計画，自己管理」「基礎的知識，常識，教養」が（第 7 章），それぞれ測定された．  

 

3. 連続的なキャリア開発の解明 

本研究の第三の成果は，大学生の連続的なキャリア開発を明らかにしたことである． 

これは第二の成果として上述の能力の測定ができたことにより，キャリア開発教育

を通じて身についたと高く認識される能力と相対的に高く認識されない能力，身につ

けてほしいと高く認識される能力と相対的に高く認識されない能力が存在し，キャリ

ア開発の各過程においてそれらの能力が異なることが明らかになった（第 3 章，第 4

章，第 6 章，第 7 章）．このことによって本研究は，大学生のキャリア開発を複数の対

象者に対しても時間的にも拡張して捉え，そのキャリア開発が連続的であることを明ら

かにした．  

 

4. 企業からの認識の解明 

本研究の第四の成果は大学のキャリア開発教育に対する他者認識，すなわち企業か

らの認識を明らかにしたことである．  

具体的には，新社会人は新卒採用で求められた能力のほうが大学のキャリア開発教

育を通じて身につけた能力よりも認識が高いものの（第 7 章），企業の代理変数である

新卒採用担当者にとっては新卒採用で求める能力よりも大学のキャリア開発教育を通

じて身につけてほしい能力の認識が高く，就活の一時点のキャリア開発よりも卒後の

職業生活をも踏まえた連続的なキャリア開発を評価することが明らかになった（第 6

章）．また，就活経験学生についてキャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認

識と企業からの内定獲得の関係を捉えることで，企業からの認識を明らかにすること

ができた（第 5 章）．  

 

5. キャリア開発教育で取り扱う能力の解明  

本研究の第五の成果はキャリア開発教育で取り扱う能力を明らかにしたことである． 

具体的には，キャリア開発の授業を通じた教育の限界がみられたものの（第 4 章），

教育初期の大学生（第 3 章），就活経験学生（第 4 章）の自己認識の観察によりキャリ
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ア開発授業における教育効果が明らかになった．また，それらに加え，新卒採用担当者

（第 6 章），新社会人（第 7 章）における認識により，第二の成果で挙げた能力を中心

に，これらの能力を今後のキャリア開発教育として取り扱う意義が示された．  

 

 

第３節 総合考察 

1. 能力の測定に対する総合考察 

能力評価項目の作成において体系化を行う際に，多くの先行研究をレビューした．

これらの議論の中で特に注目するのは，人的資源管理の能力概念の導入により人間性

や人柄ではなく能力として捉えるようになった多くの能力の存在である[23]．これらの

能力は成長過程における環境要因によって決まる部分が多く，小杉[23]や本田[27]によ

れば，これまで測定されにくい能力であった．  

本田[24]は政策が掲げるキャリア開発教育は意識だけでなく能力をも守備範囲にし

ており，キャリア開発教育によって身につける能力は柔軟な発展可能性や適用可能性

に開かれているような能力であるべきで，これらの能力は働き方そのものを変えてゆ

く実質的な力を備えることになると述べた．  

今回，本研究では，新卒採用担当者や新社会人が大学生の連続的なキャリア開発の

ために継続的に求められる能力を認識していたことを明らかにし，その認識を取り入

れた能力評価項目を作成した．ゆえにこの能力評価項目は卒後の職業生活を見越した

能力の伸長，更新をも見込んで設計されており，この点において本田[24]の議論にも応

えたといえる．  

次にこの能力評価項目を用い，キャリア開発の各過程で高い認識が測定された能力

をまとめた（表 8-1）．  

表 8-1 では  ❶教育初期の大学生・就活経験学生，❷就活経験学生・新卒採用担当者，

❸教育初期の大学生・新社会人の三つに分類されている．ここから大学生のキャリア

開発は総じて「考え抜く力」が最も多く認識されていることがわかる．また「専門性」

に分類された能力は存在していないことから，大学生のキャリア開発の優先順位とし

ては「専門性」は低いことがわかる．さらに（★）は既存の能力要因には含まれておら 
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ず本研究で能力評価項目に新たに追記した能力であるが，追記したことで今回，大学

のキャリア開発教育を通じて身につける能力として高い認識があることもわかった．  

次に，各分類をみていく．  

先ず，➊教育初期の大学生・就活経験学生では「キャリアプランニング」「学習のメ

タ認知，学習経験」「自己の分析，自己の理解」への自己認識が高くなっている．これ

は「前に踏み出す力」「考え抜く力」という要因に分類される能力であり，キャリア開

発教育の理論的基盤である Super[139]が主張する能力に合致した結果である．この 3 種

の能力はキャリア開発教育として中核を成す学習内容であるといえるが，その重要性

は多くの先行研究で繰り返し述べられている[51] [94]．  

しかし一方で，この 3 つの能力は新社会人や新卒採用担当者にとって高く認識され

る能力ではなかった．すなわち「キャリアプランニング」「学習のメタ認知，学習経験」

「自己の分析，自己の理解」だけをキャリア開発教育として取り扱うのでは指導内容

として不足するともいえる．  

次に，❷就活経験学生・新卒採用担当者では「礼儀，マナー」への自己認識が高くな

っている．また新卒採用担当者では「コミュニケーション」への認識も高かった．これ

は「アビアランス」と「チームで働く力」という要因に分類される能力であり，組織で

働くための対人能力の必要性が認識された結果だといえる．既に第 2 章で述べたよう

に，これらの能力は人間関係を円滑にし，社会的秩序を守る上で重要な意味をもち，そ

のふるまい方によってその人の評価につながる重要な能力である．そのことが就活期

や職業生活期で特に求められることが明らかになったといえる．そしてこれらの能力

は企業組織への所属のために企業が求めている重要な能力であるともいえ，そのこと

を意識してキャリア開発教育で取り扱う必要があるだろう．  

最後に，❸教育初期の大学生・新社会人では「基礎的知識，常識，教養」「時間等の

計画，自己管理」への自己認識が高くなっている．これは両方とも「考え抜く力」とい

う要因に分類される能力であり，既に第 3 章で述べたように，「基礎的知識，常識，教

養」は以前から多くの分野と相互関連するための必須能力との指摘がある．また「時間

等の計画，自己管理」については，佐藤[140]が社会人としての適正な仕事管理の必要

性を指摘している．  

これらのことからおそらくではあるが，新社会人は入社してすぐは目の前のことで
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精いっぱいであろう．組織で立ち回れるような「礼儀，マナー」といった対人能力を身

につける以前に知識を身につけることや仕事管理に追われ，「基礎的知識，常識，教養」

「時間等の計画，自己管理」という能力を必要と感じていたのかもしれない．これは教

育初期の大学生も同様で，大学や企業の職場など新しい環境に所属した直後は新しい

局面に馴染むことに追われ，「基礎的知識，常識，教養」などを必要としたとも考えら

れるだろう．  

以上より連続的なキャリア開発の観点から考えると，教育初期の大学生や新社会人

が自分の能力に見合った学業や仕事を管理できるような視点として「考え抜く力」に

分類されるこれらの能力をも，大学のキャリア開発教育で取り扱うことが必要である

ともいえる．  

 

2. 連続的なキャリア開発の解明に対する総合考察  

OECD[32]や下村[33]は，キャリア教育とはあらゆる年代，立場，時点において個人の

キャリア開発を支援することだと述べた．五十嵐[141]はキャリア教育によって再吟味

と再構築の過程がある場合，それは教育効果と呼べると述べた．田澤 [31]はキャリア発

達を時系列的も空間的にも拡大させ，その過程を含めてキャリア発達を捉えた．高崎

[30]は企業入社後の活躍は就職に関わる一連の活動から影響を受けており，企業側の努

力だけでは新社会人を活躍させることはできないと述べた．岩脇 [50]は不況時にあって

でさえ大企業の採用担当者が新社会人を即戦力として捉えることはほとんどなく，そ

の将来性を重視して採用していることを明らかにした．濱中[142]は大学時代に多くを

学んだ実感のある者は社会人になっても知識や能力の獲得に励む傾向にあり，大学時

代に学習習慣ができていることが職業生活にとって重要であると述べた．  

これらの先行研究からいえることは，個人のキャリア開発の連続性として大学の在

学中はもちろん，大卒後のキャリア開発が重要であり，そのことを考慮した教育が大

学のキャリア開発教育に課せられているということである．また今回明らかになった

ように，就活を通し組織への所属をするために必要な「チームで働く力」や「アビアラ

ンス」を重んじるだけではなく，個人のキャリア開発の礎となる「考え抜く力」も取り

扱うことが，大学のキャリア開発教育にとって必要である．  

以上をまとめる．  
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本研究では，従来は主に学校と職業を結ぶ役割に限定されていた大学のキャリア教

育を職業人としての活躍を見込んだ連続的なキャリア開発を視野に入れた教育，すな

わちキャリア開発教育として捉え直してきた．一般的に大学のキャリア開発教育を考

える時，教育サービスを受ける当事者である大学生や大学生を評価する新卒採用担当

者を中心に考えがちである．しかし本研究で明らかになったことは，職業生活に必要

な能力の開発は大学在学中からはじまり，新社会人においても大学でうけたキャリア

開発教育の影響は続いているということである．ゆえに大学生の自律的なキャリア開

発は，大学，大学生，企業，新社会人がそれぞれ別々に行うことではないことを大学の

キャリア開発教育にかかわる者は自覚すべきであろう．  

大学のキャリア開発教育は，個人のキャリア開発の各過程においてどのような能力

を身につけ，どのような能力が求められているのかを理解し，職業生活のための自律

的なキャリア開発を指導することが必要であり，そのために本研究で作成した「大学

のキャリア開発教育のための能力評価項目」を活用することが望まれる．  
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第 9 章 

結論 
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第１節 結論 

日本の経済の変化は大卒者のキャリア開発に大きな影響を与えてきた．企業は優れ

た人材を組織に確保することが重要になった一方で，大卒者に企業主導ではなく個人

の自律的な開発を求めるようになった．また昨今，雇用時に大学教育で学んだ専門と

職務との関連性が希薄化・多様化していることが度々観察されている．そのため企業

は，大学生に対しては専攻を問わずどんな分野であれ職業生活に必要な能力が身につ

いているのか，大学に対しては教育の中で学生をどう職業生活に移行させていくのか

を求めるようになった．  

こうした背景から，大学のキャリア教育における課題は 2 つあると考えられた．  

第一に大学のキャリア教育を通じて身につけた能力の測定がなされにくいことであ

った．現代社会では情動的な部分を多く含む能力を要求されるが，その形成過程にお

ける測定方法に問題が生じており，大学のキャリア教育でも同様の問題が存在した．

第二には大学のキャリア教育において個人のキャリア開発の連続性が考慮されていな

いことであった．既存のキャリア教育分野では文科省の規定する「キャリア＝積み重

ね」が考慮されず，したがって大学生のキャリア開発の研究は企業入社前後で分断さ

れて発展しており，連続性のある視点で捉えられていないという問題があった．  

本研究はこの 2 つの課題を研究課題とし，大学のキャリア開発教育を通じて身につ

けた能力の測定と個人のキャリア開発の連続性を考慮し，大学のキャリア開発教育の

ための能力評価項目の提案を行うことを研究の目的とした．  

なお，本研究で取り扱う教育のことを「キャリア開発教育」と呼称し，社会的・職業

的自立に向けて個人の自律的なキャリア開発を連続的に行うことを促す教育であり，

能力の測定と開発過程の顕在化が可能な教育と定義した．  

研究の意義としては，日本の大学においてキャリア教育が義務化の時代に大学のキ

ャリア開発教育のための能力評価項目の提案を行うことが企業や教育機関，及び学生

に対し，大学が提供している学業と育成している人材が社会とどうつながり何を提供

することができるのかを明らかにすることであった．  

能力の測定方法としては，学生・新社会人の自己認識（主観性）と，企業からの内定

獲得・新卒採用担当者の認識（客観性）を採用し，測定時点としては，教育初期，就活
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期，新社会人期および職業生活期を設定した．  

本研究の構成は，背景と目的（第 1 章），文献研究（第 2 章）と実証研究（第 3 章，

第 4 章，第 5 章，第 6 章，第 7 章），総合考察（第 8 章），結論（第 9 章）の全 9 章か

ら構成された．以下に各章の要点を述べる．  

第 1 章では本研究の背景と目的を述べた．  

第 2 章では能力評価項目を作成した．作成にあたり 3 つのステップを設定した．

Step1.では能力の抽出のために，①日本で行われる教育であることを考慮しているか，

②大学の教育，大学生の能力・雇用・キャリア開発・職業生活への言及があるか，③最

新の雇用市場の動向を反映しているか，④世界で通用する能力であることを確かめて

いるかという 4 つの規準を設定し，日本国内の 10 の文献から 180 の能力を，海外の 15

の文献から 272 の能力をそれぞれ抽出し，全 452 の能力を抽出した．  

Step2.では能力の集約化のために，①同義または近似した能力を一括りしているか，

②国内外の文献から表記や定義を取り入れているか，③共通性の確保をしているか，

④日本で 1 度も示されない能力を除外しているかという規準を設定した．これに基づ

いて日本と海外の文献からそれぞれ抽出した能力を抽出頻度の高い順に左から並べパ

レート図に表し，「礼儀，マナー」までの 28 の能力に集約した．  

Step3.では能力の体系化のために，①日本の文献のうち大学教育・大学生の能力・

雇用に言及した文献を参照しているか，②日本の政府の指針で示された能力を要因と

して取り入れているか，③多くの大学が支持する「人生 100 年時代の社会人基礎力」

を要因として取り入れているか，④産業界から要請され労働政策研究・研修機構が設

定した能力分類を要因として取り入れているかという 4 つの規準を設定し，能力の体

系化を行った．  

これらのステップにより，28 の能力を「考え抜く力」「チームで働く力」「前に踏み

出す力」「専門性」「アビアランス」という 5 要因に体系化した能力評価項目を作成し

た．そして能力の抽出による網羅性，能力の集約化による集約性，能力の体系化による

体系性を踏まえたステップを経ることで，体系的な構造をもった能力評価項目を作成

することができた．  

第 3 章，第 4 章，第 5 章，第 6 章，第 7 章は作成した能力評価項目を，教育初期，

就活期，新社会人期および職業生活期に適用することで，各対象の認識を測定し，連続
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的なキャリア開発の状況を観察することで大学のキャリア開発教育のための能力評価

項目を提案できる実証を得た．  

第 3 章では関東首都圏私立大学 A の社会科学系学部の 1 年生 193 人を対象に，教育

初期のキャリア開発授業を通じて能力評価項目に基づいた授業設計とプレポスト分析

を行った．その結果，①受講生が自己認識した全ての能力を測定し，ほぼ全ての能力評

価項目は受講により能力が伸長したという自己認識が観察され，②特に「キャリアプ

ランニング」「学習のメタ認知，学習経験」「基礎的知識，常識，教養」「自己の分析，

自己の理解」の自己認識が高く伸長したことで，キャリア開発授業における教育効果

の可視化をし，③これらの能力については指導内容として捉え，今後の教育初期のキ

ャリア開発教育として取り扱う意義を示した．  

第 4 章では全国の就活経験学生 392 人を対象に，大学のキャリア開発教育を通じて

身についたと自己認識した能力を Web の匿名自記式調査を実施し観察した．その結果，

①就活経験学生がキャリア開発教育を通じて身につけたと自己認識した全ての能力を

教育の方式別，偏差値別，学業成績別に測定し，②特に「キャリアプランニング」「礼

儀，マナー」「自己の分析，自己の理解」の自己認識が高くなったことから，キャリア

開発授業における教育効果の可視化をし，③授業外の教育諸活動のほうが能力を身に

つけたという自己認識が高くキャリア開発授業の限界が明らかになったものの，④大

学が提供している学業と育成する人材を明らかにする意義からキャリア開発授業を観

察すると「礼儀，マナー」などを今後のキャリア開発教育として取り扱う意義を示し

た．  

第 5 章では就活経験を持つ全国の大学 4 年生 392 人を対象に，キャリア開発教育を

通じて能力を身につけた自己認識がある就活経験学生が内定を獲得できたのか，全体・

偏差値別・成績別に，独立性の検定によって分析した．その結果，特に偏差値 50 未満

群・成績良くない群を中心に，キャリア開発教育を通じて能力を身につけた自己認識

がある学生は内定獲得率が高く，一方，自己認識が無い学生は内定獲得率が低くなっ

ており，自己認識と内定獲得率の関係性を捉え，企業からの認識を明らかにすること

ができた．  

第 6 章では 4 年制大学生に対する新卒一括採用の業務経験が 5 年以上ある新卒採用

担当者 420 人を対象に，「新卒採用で求める能力」「大学のキャリア開発教育を通じて
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身につけてほしい能力」という 2 種の能力を Web の匿名自記式調査を実施し観察した．

その結果，①新卒採用担当者が認識した新卒採用で求める能力と大学のキャリア開発

教育を通じて身につけてほしい能力を測定し，②新卒採用で求める能力よりも大学の

キャリア開発教育を通じて身につけてほしい能力の認識が高く，能力評価項目は，就

活の一時点のキャリア開発だけでなく卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャリア

開発を評価する新卒採用担当者の認識を明らかにし，③「礼儀，マナー」「コミュニケ

ーション」は新卒採用担当者にとって，新卒採用で求める能力とキャリア開発教育で

身につけてほしい能力のいずれにおいても高い認識であることから，キャリア教育に

おける教育効果の可視化をし，④これらの能力については指導内容として捉え，今後

のキャリア開発教育として取り扱う意義を示した．  

第 7 章では 4 年制大学卒で新卒一括雇用制度により企業に正社員採用された 30 歳以

内，入社 1～3 年目の男女 408 人を対象に，「新卒採用で求められた能力」「大学のキャ

リア開発教育を通じて身につけた能力」という 2 種の能力を Web の匿名自記式調査を

実施し観察した．その結果，①新社会人が認識した新卒採用で求められた能力と大学

のキャリア開発教育を通じて身につけた能力を測定し，②大学のキャリア開発教育を

通じて身につけた能力よりも新卒採用で求められた能力の認識が高く，能力評価項目

は，就活の一時点のキャリア開発のほうが卒後の職業生活をも踏まえた連続的なキャ

リア開発よりも評価する新社会人の認識を明らかにし，③「時間等の計画，自己管理」

「基礎的知識，常識，教養」は新社会人にとって新卒採用で求められた能力とキャリア

開発教育で身につけた能力のいずれにおいても高い自己認識であることから，キャリ

ア教育における教育効果の可視化をし，④これらの能力については指導内容として捉

え，今後のキャリア開発教育として取り扱う意義を示した．  

以上を受けて，第 8 章では本研究の成果とその成果に対する総合考察を述べた．そ

して本研究の主な成果が二点挙げられた．第一の成果は体系化した能力評価項目を作

成し，キャリア開発の各過程で能力を測定した点であり，第二の成果は大学生のキャ

リア開発を複数の対象者に対しても時間的にも拡張して捉え，能力の測定により大学

生のキャリア開発には連続性があることを確認した点であった．そしてそのまとめと

して，「考え抜く力」「チームで働く力」「前に踏み出す力」「専門性」「アビアラン

ス」という 5 要因に割り付けられた 28 の能力評価項目のうち，キャリア開発の各過
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程で特徴的に観察された 7 種の能力が，➊教育初期の大学生・就活経験学生，❷就活

経験学生・新卒採用担当者，❸教育初期の大学生・新社会人の三つの分類において，

認識された能力として捉えることができたことを述べている．  

最後に第 9 章では本研究の結論を述べた．限界と課題については後述する．  

このように本研究では，先行研究で指摘されてきた研究課題に応え，大学のキャリ

ア開発教育を通じて身につけた能力の測定と個人のキャリア開発の連続性を考慮し，

大学のキャリア開発教育のための能力評価項目の提案を行うことができた．  

 

 

第２節 限界と課題 

 最後に，本研究の限界と課題を 6 つ述べる． 

第一に，本研究で新しく追記した能力評価項目は，あくまでも現状の日本の大学に

おけるキャリア開発教育で扱う能力だということである．ゆえに本研究で除外した能

力もキャリア開発教育で不要なわけではない．今回，能力を集約化するにあたり共通

性がなかった項目に関しては除外しているが，今後の課題として今後の日本社会にお

いてキャリア開発能力として身につける必要性が出てくる可能性もあり，引き続きの

検討が求められる． 

 第二に，本研究における授業介入はある 1 つの大学での結果に過ぎず，一般化する

知見としては限界がある．社会の変化によって結果は異なることが研究の限界として

あり，今後の課題としてこの研究から得られた知見をより多くの対象者や授業に適用

することを繰り返すことが必要である．また，作成した能力評価項目を活用したより

よいキャリア開発教育の実践も期待される．   

 第三に，本研究は縦断的研究ではないため，ひとりの人間のキャリア開発を連続的

に追跡できていないという課題がある．今後は卒業生調査などの利用も含めひとりの

人間を時系列に追跡するような調査を行う研究も必要となる． 

第四に，大学生の連続的なキャリア開発を踏まえれば，新社会人を対象とした客観

性のある評価も取り入れる必要がある．本研究の対象者はあくまでも大学生であった

ため，新社会人を対象とした客観性のある評価は行わなかった．今後は新社会人を対
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象とし，例えば早期離職の有無や人事査定等の客観性の評価に取り組むことが期待さ

れる． 

第五に，大学では身につけていなくても企業入社後に期待されて伸ばしてやるぞと

いう能力もあると思われる．個人の連続的なキャリア開発を考慮するならば，企業入

社後に伸長した能力を観察することも考えられる． 

第六に，本研究では現在の大学のキャリア開発教育に適した能力評価項目を作成し

たが，今後も定期的に情報を収集し能力評価項目として新しい能力を発見し検討して

いくことが求められる．その際に，日本の大学のキャリア開発教育で現在どのような

能力が教えられているかといった検討も加えていくこともあるだろう．  
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